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Ⅰ 行政改革アクションプランの概要

1 行政改革アクションプランの位置づけ

2 行政改革アクションプラン（後期プラン）の取り組み

具体的な行動計画

重点改革項目

基本理念

◇市政創造

◇協働

◇行政経営
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Ⅰ 行政改革アクションプランの概要

1 行政改革アクションプランの位置づけ

2 行政改革アクションプラン（後期プラン）の取り組み

26 27 28

年度

22 25

第２次行政改革大綱大綱

実施

計画
行政改革アクションプラン

前期プラン

(H22～24)

後期プラン

(H25～28)

2423

杵 築 市 で は 、 行 政 改 革 に つ い て 、「 杵 築 市 総 合 計 画 」 の な か で 掲 げ た 将 来 像 、「 歴 史 と 文 化 の 薫 り 高 き 豊

か な 感 性 が あ ふ れ る ま ち 」 の 実 現 に 向 け 、“ 市 政 創 造 ”、“ 協 働 ”、“ 行 政 経 営 ” を 基 本 理 念 と し た 「 第 2 次

行 政 改 革 大 綱 」 を 策 定 し て 取 り 組 ん で い ま す 。  

「 行 政 改 革 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」 は 、 大 綱 の 実 施 計 画 と な る も の で 、 市 民 サ ー ビ ス の 維 持 と 向 上 を 図 っ て

い く た め 、 具 体 的 な 項 目 、 内 容 な ど の 行 政 改 革 の 具 体 的 な 取 り 組 み を 明 ら か に し た も の で す 。  

行 政 改 革 ア ク シ ョ ン プ ラ ン （ 後 期 プ ラ ン ） は 、「 行 政 改 革 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」 の 後 半 ４ ヶ 年 の 実 施 計 画

と な る た め 、「 第 ２ 次 行 政 改 革 大 綱 」 の 体 系 を 踏 ま え て 策 定 し た 、 行 政 改 革 ア ク シ ョ ン プ ラ ン （ 前 期 プ ラ

ン ） の 枠 組 み を 継 承 し 、 現 状 に 応 じ た 取 り 組 み 内 容 の 修 正 や 新 た な 視 点 で の 取 り 組 み 項 目 を 追 加 し て い

ま す 。  

 

【 体 系 】                     【 計 画 期 間 】  

杵 築 市 で は 、 行 政 改 革 に つ い て 、「 杵 築 市 総 合 計 画 」 の な か で 掲 げ た 将 来 像 、「 歴 史 と 文 化 の 薫 り 高 き 豊

か な 感 性 が あ ふ れ る ま ち 」 の 実 現 に 向 け 、“ 市 政 創 造 ”、“ 協 働 ”、“ 行 政 経 営 ” を 基 本 理 念 と し た 「 第 2 次

行 政 改 革 大 綱 」 を 策 定 し て 取 り 組 ん で き た 。  

「 行 政 改 革 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」 は 、 大 綱 の 実 施 計 画 と な る も の で 、 市 民 サ ー ビ ス の 維 持 と 向 上 を 図 っ て

い く た め 、 具 体 的 な 項 目 、 内 容 な ど の 行 政 改 革 の 具 体 的 な 取 り 組 み を 明 ら か に し た も の で す 。  
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3 行政改革アクションプラン（後期プラン）の推進体制と進捗管理

 
 
 

第 ２ 次 行 政 改 革 大 綱 の 基 本 理 念  
 

◆  市 政 創 造  
在 る べ き 姿 （ ビ ジ ョ ン ） を 定 め 、 杵 築 市 の 置 か れ て い る 現 状 を あ ら ゆ る 観 点 か ら 把 握 し 、  

在 る べ き 姿 と 現 状 の ギ ャ ッ プ を 課 題 と し て 洗 い 出 し 、 そ の 課 題 を 解 決 し 、 在 る べ き 姿 に 近 づ  
け る た め の 革 新 計 画 を 遂 行 し 続 け る 「 市 政 創 造 」 の 改 革  

 
◆  協   働  

よ り 安 全 で 住 み よ い 魅 力 あ ふ れ る ま ち の 実 現 に 向 け 、 市 民 と 行 政 が 相 互 理 解 を 深 め 、 お 互  
い に 共 通 の 認 識 を 持 ち 、「 協 働 」 し て ま ち づ く り を 推 進 す る 新 た な 公 共 に 向 け た 改 革  

 
◆  行 政 経 営  

経 営 の 感 覚 を 持 っ た 人 や 組 織 の 育 成 に よ り 、 行 政 サ ー ビ ス の 品 質 を 高 め 、 市 民 の 満 足 度 を  
向 上 さ せ る 「 行 政 経 営 」 の 改 革  

 
重 点 改 革 項 目  

 
１ ． 新 た な 価 値 を 創 造 し 、 市 民 本 位 の 視 点 に 立 っ た 行 政 経 営 の 実 現  
２ ． 市 民 参 画 と 協 働 に よ る 多 元 的 な 公 共 サ ー ビ ス の 提 供  
３ ． 持 続 可 能 な 財 政 基 盤 と 弾 力 性 の あ る 財 政 構 造 の 確 立  

 
 

 
 
 

行 政 改 革 ア ク シ ョ ン プ ラ ン  

行 政 改 革 ア ク シ ョ ン プ ラ ン （ 後 期 プ ラ ン ） の 効 果 的 、 効 率 的 な 推 進 を 図 る た め 、 各 項 目 担 当 課 が 責 任 と

自 覚 を も っ て 進 捗 管 理 を 行 う と と も に 、「 杵 築 市 行 政 改 革 推 進 委 員 会 」（ 第 三 者 機 関 ） に お い て 外 部 評 価 を

行 い 、 よ り 実 効 性 の 高 い も の に し て い き ま す 。  

項 目 等 に つ い て は 、 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 す る た め 、 毎 年 度 見 直 し を 行 い ま す 。  

実 績 等 の 内 容 は 、 広 報 誌 や ホ ー ム ペ ー ジ に よ り 広 く 市 民 に 公 開 し て い き ま す 。  
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１．財政状況

①経常収支比率
※１

の適正化

②市債残高の適正化

③基金残高の適正化

　合併後の財政状況は、「新たな（第1次）行政改革大綱」による「行政改革集中改革プラン」（H18～H21)や「第2次行政改革大綱」をもとに

した「行政改革アクションプラン（前期プラン）」（H22～H24）の取り組みや、右肩下がりが予想されていた普通交付税の増加等により、悪化

が懸念されていた各財政指標は改善傾向にあります。

　しかし、日本経済は政府の景気対策や日銀の金融緩和により、雇用・所得環境の改善は見られているものの、地方における経済環境は実感として

さほど改善されていません。本市の経済環境も十分な回復には至っておらず、人口増や企業誘致等への期待はできない状態であることから、現状で

は、税収の伸びは見込めない状況であると言わざるをえません。

　このような状況のなか、引き続き健全な財政構造を構築し、複雑で多様化する行財政需要に応えていくためには、「行政改革アクションプラン

（後期プラン）」の取組項目を着実に推進していく必要があった。

　以下、主な財政指標においては、次のように取り組んできた。

　経常収支比率は、財政構造の弾力性を示す比率で、この比率が低いほど財政構造の弾力性に富んでいることを表わしています。杵築

市の経常収支比率は、平成18年度で90.1％となっていましたが、平成28年度は96.4%と悪化しています。これは、社会保障関係経

費（扶助費・繰出金）や、施設管理の外部委託の推進による物件費、大型事業・過疎対策事業の実施による公債費の増加がおもな要因

です。現状では市税の大幅な増収は期待できないため、歳出の削減に努め、経常収支比率の改善に取り組みます。

　市債残高は、平成17年度末に普通会計ベースで215億円あったものが、平成28年度末には232億円と17億円増加しました。これ

は、合併特例債や過疎債を活用した大型事業の増加によるものです。市債残高は、後年度の財政負担を伴うことから、可能な限りの縮

減が望まれますが、市債は投資的事業の財源となる点を踏まえ、毎年行なっている総合計画の実施計画の見直し時に十分協議を行い、

計画的な発行に努めます。

　主要5基金（財政調整基金、減債基金、市有施設整備基金、地域活力創出基金、職員退職手当基金）の平成17年度末残高は27億7千
万円となっていましたが、行政改革集中改革プラン等への取り組みにより、平成28年度末では76億5千万円と大きく増加しています。
しかし、今後迎える普通交付税の一本算定への移行や合併特例債発行期間の終了を見据え、安定的な事業財源としての基金確保に努め
ます。

４ 財政状況と行政改革アクションプラン（後期プラン）の数値目標４ 財政状況と行政改革アクションプラン（後期プラン）の数値目標
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④実質債務残高倍率
※２

の適正化

⑤財政健全化指標の適正化

※１　経常収支比率　・・・・・・・・・・

※２　実質債務残高倍率　・・・・・・

※３　実質赤字比率　・・・・・・・・・・

※４　連結実質赤字比率　・・・・・・

※５　実質公債費比率　・・・・・・・・

※６　将来負担比率　・・・・・・・・・・

—　用語の解説　—

　実質債務残高倍率は、平成17年度で200％となっていましたが、平成28年度には155％と改善しました。実質債務残高は、市債残

高や主要基金残高と密接に関連することから、市債の計画的な発行、基金の計画的な積立と積極的な活用を図りながら、実質債務残高

の増嵩を抑えます。

　平成19年に地方公共団体財政健全化法が制定され、実質赤字比率
※３

、連結実質赤字比率
※４

、実質公債費比率
※５

、将来負担比率
※６

が財政健全化の判断比率の基準となりました。杵築市の平成28年度決算では、各比率とも国が示した早期健全化基準以内の数値を示し

ており、良好な状態にあるといえます。今後とも、この4指標の適正化に努めます。

地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に
充てられた一般財源の割合。数値が高いほど、財源に余裕がない。市町村では75％を上回らないことが望ましいとされている。

償還すべき地方債の現在高と履行すべき額の確定している支出予定額（債務負担行為支出予定額）の標準財政規模に対する割合。将来負担の重
さを量るもので、200％未満が健全とされている。
（標準財政規模＝標準税収入等＋普通交付税）

公営事業会計及び公営企業会計を除いた特別会計と一般会計における実質赤字額の標準財政規模に対する割合。一定基準以上の比率となった
団体は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、「財政再生計画」を作成しなければならない。

公営事業会計及び公営企業会計を含めた全会計の実質赤字額（連結実質赤字額）の標準財政規模に対する割合。一定基準以上の比率となった
団体は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、「財政再生計画」を作成しなければならない。

普通会計等の公債費や公営企業債の元利償還金に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税で措置
される分は除く）に充てられた一般財源の標準財政規模に対する割合の過去3年間の平均値。この数値が18％を超えると、地方債の発行の際に県
知事の許可が必要となる。

地方公社や損失補償を行なっている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模
に対する比率のことで、この比率が350％（早期健全化基準）以上となった市町村は、財政の早期健全化を図るため、「地方公共団体の財政の健全
化に関する法律」に基づき、「財政再生計画」を作成しなければならない。

- 4 -



- 5 -

普通会計決算収支等の状況

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

各種財政指標等の状況

(単位：百万円）
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7.0%

87.3%

6.2%実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

う ち 人 件 費

22,584

6,349

1,016963

5,932 6,143 6,721

6,348

5,385

7,645

平成18年度

17,029

0.389

499

647

21,837

17,929

平成17年度

18,238

3,726

18,93117,684

16,855

30

10,785

17,978

702

416

3,145

5,3784,663

9,775

4,005

3,951

444

31

普 交 税 ＋ 臨 財 債 (9)+(10)

5,596

537

5,352

490

6,133

標 準 財 政 規 模 9,579

196

(7)
基金積立金現在高(土地開発基金除く)

う ち 主 要 ５ 基 金 残 高 2,768

185

3,593

地 方 債 現 在 高

普 通 地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

1.9%

90.1%

(11) に 対 す る 一 本 算 定 額

合併算定替影響額 (11)-(12)

0.348

0

21,491

5,1156,133

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

将 来 負 担 比 率

11.3%実 質 公 債 費 比 率

915911

実 質 赤 字 比 率

11.3%

連 結 実 質 赤 字 比 率

78.5%

－

74.6%

14.6% 11.0% 10.7%

57.9%88.0% 54.2%

－ － －－

159%

10.5%

47.2%

145% 151%

12.3%

61.0%

10.8%

151%

11.4%

22.0%

－

平成18年度

0.370

6.4%

25.7%

4.9%

92.4%

平成21年度

歳 出 総 額

10,910

20,438

19,541

897

142

755

17,857

翌 年 度 繰 越 財 源

実 質 収 支 (3)-(4)

平成25年度

19,425

18,504

形 式 収 支 (1)-(2) 655

平成24年度

歳 入 総 額

区　　　　　　分

17,354

平成22年度

7,223

6,094

1,129

平成25年度

0.332

381

平成19年度

0.379

平成17年度

5,773

685

921

119

802

10,819

10,008

6,648

23,183

6,538

814

10,841

10,043

21.6%

152%

7.4%

6.4%

－

89.1%

22.2%

23,688

6,504

609

7,113

6,334

平成27年度

20,190

19,255

935

121

779

平成27年度

0.339

7.5%

9.2%

39.8%

90.7%

21.6%

8.3%

21.4%

ー

ー

6,860

平成28年度

20,595

19,854

741

54

687

10,677

10,226

7,494

23,172

6,384

485

6,869

6,378

491

平成28年度

0.339

6.4%

9.3%

39.0%

155%

96.4%

24.1%

8.6%

22.4%

ー

ー

160%実 質 債 務 残 高 倍 率 200% 207% 193% 173%

－ 5 －
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２．数値目標

　※合併特例債の発行期限の延長…

　※第9次定員モデル…

　行政改革アクションプラン（前期プラン）では、平成32年度に「合併算定替」の満了により、地方交付税が約9億5,000万円減額されることを

見据え、「単年度支出を平成21年度に対し、3億円削減する」とし、人件費の削減などに取り組みました。

　人員削減などの着実な経営努力を行いながら、一方では、減額が予想された地方交付税は、リーマンショック以降の緊急経済対策などを反映した

形で微増傾向を続け、結果として、主要基金の残高において予想を上回る確保が出来ました。

　行政改革アクションプラン（後期プラン）においても、目まぐるしく変化する不安定な社会経済環境に柔軟に対応できる体制を整備し、行政改革

を実行していきます。

　行政改革アクションプラン（後期プラン）の数値目標は

『個別項目の取り組みにより、「歳入の確保」と「歳出の削減」による効果額を４億円とする。』とします。

【行政改革アクションプラン（後期プラン）の数値目標】

　4億円は、過去6年間の（実質収支－合併算定替影響額）の平均から算出した額であり、基金を取り崩すことなく、安定した財政運営ができる
ことになります。（P5参照）

※平成24年9月現在、世界的同時不況や国内における政治の混迷などにより、社会保障と税の一体改革など、将来的な国政や経済情勢は不透明

な状況にあります。市財政においても、合併特例債の発行期限が5年間延長され、定員管理に係る第9次定員モデルが平成25年度に公表される

など、財政状況や行政改革の推進を大きく左右する項目での変化が見られます。

今後は、このような経済状況や制度の変更等に合わせて、的確な数値目標に修正していく必要があります。

　合併特例債とは、合併した市町村が特に必要とする事業に充てられる、交付税措置の高い有利な起債であるが、利用できる期間（発行期間）が10年だったため、事業、人

員的に窮屈な執行状況にあった。5年延長され、15年となることにより、事業の平準化が図られるとともに、財源措置についても、変更されることになる。

　定員モデルとは、総務省が市町村の規模による適正な人員配置を示すものである。モデルの公表により、当市においても組織・機構の見直しが必要になることが予想され

る。
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庁内における情報の共有

②給与等の適正化 １．給与の適正化 給与の適正化

２．諸手当の総点検の実施 諸手当の総点検の実施

２．市民にわかりやすい情報の提供/1-(3)-①-1に統合 市民にわかりやすい情報の提供

②情報の共有 １．庁内における情報の共有

削除：時間外勤務の適正化

（３）情報の共有とネットワークの構築 ①行政情報の積極的な提供 １．市政情報の積極的な公開・わかりやすい情報の提供 市政情報の積極的な公開・提供

６．コンビニ収納の推進 新規

７．図書館機能の充実 新規

３．旅費の見直し/実施完了により削除 旅費の見直し

２．嘱託員・臨時職員の適正配置 臨時・嘱託職員の適正配置

３．事務マニュアルの整備 事務マニュアルの整備

４．入札制度の改革 新規

（２）定員管理、給与等の適正化 ①定員管理の適正化 １．定員適正化の推進 定員適正化の推進

新規５．財務規則の見直し/実施完了により削除

②行政事務の効率化とサービス向上 １．庁内システムの見直し 業務システムの見直し

組織・機構の見直し

２．総合窓口サービスの推進 総合窓口サービスの推進

削除：庁内分権の推進

削除：弾力的な勤務形態の導入

（１）効率的・効果的な行政経営 ①組織・機構の見直し １．本庁支所方式への移行 本庁支所方式への移行

２．組織・機構の見直し

１．新たな価値を創造し、市民本位の視点に立った行政経営の実現

【重点改革項目】 【取組方針】 【取組項目】 【参考】前期プラン取組項目

基 本 理 念
市 政 創 造 協 働 行 政 経 営

５ 行政改革アクションプラン（後期プラン）の体系
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②施設の管理運営の見直し １．公の施設の指定管理者制度による管理運営の推進 公の施設の指定管理者制度による管理運営の推進

（３）民間活力の有効活用 ①民間委託等の推進 １．アウトソーシング（外部委託等）の推進 アウトソーシング（外部委託等）の推進

※　『３．男女共同参画の推進』に統合

２．ＰＦＩ手法及びリース方式の活用 ＰＦＩ手法及びリース方式の活用

①市民参画機会の拡充 １．パブリックコメントの推進 パブリックコメントの推進

２．市民提案制度の創設/2-(1)-②-1に統合 市民提案制度の創設

３．男女共同参画の推進 新規

５．景観保全の推進 景観保全の推進

②市民活動に対する支援の充実 １．市民活動に対する支援機能の充実 市民活動に対する支援機能の充実

削除：各種審議会委員等の市民参画の促進

２．公募型補助制度の創設/2-(1)-②-1に統合 公募型補助制度の創設

（２）市民参画機会の拡充

２．協働のまちづくり（協働推進の基本指針の策定） 協働のまちづくり（協働推進の基本指針の策定）

３．地区住民自治協議会の推進と連携 地区住民自治協議会の推進と連携

４．環境保全の推進 環境保全の推進

【重点改革項目】 【取組方針】 【取組項目】 【参考】前期プラン取組項目

（１）地域や市民との協働 ①協働のまちづくりの推進 １．自治基本条例の推進 自治基本条例の制定

②市民満足度の把握 １．市民満足度調査の実施 市民満足度調査の実施

２．意見箱・メール等による意見聴取 新規

２．市民参画と協働による多元的な公共サービスの提供

２．職員提案制度の活用

（４）人事管理と人材育成 ①人事制度の見直し １．人事評価制度の導入 人事評価制度の導入

削除：大規模公共工事に係る事前評価手法の検討

（５）チェック機能の強化 ①チェック機能の充実 １．評価機能の充実 評価機能の充実

削除：人事制度の見直し（計画的な人事異動の実施）

②人材育成の推進 １．人材育成の推進 人材育成の推進

職員提案制度の創設
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新規

（４）受益者負担の適正化 ①使用料等の見直し １．使用料の見直し 使用料の見直し

①定住促進プランの推進 １．定住促進プランの推進 新規

（５）外郭団体等の運営 ①外郭団体の見直し １．外郭団体の見直し 外郭団体の見直し

②その他団体等の自立的な運営 １．各種団体事務の見直し 各種団体事務の見直し

２．新地方公会計の整備 新規

２．観光協会との連携 観光協会の見直し

２．保育料の見直し 保育料の見直し

３．公金預金の運用管理 公金預金の運用管理

４．企業誘致の推進

口座振替制度の推進

３．広告収入等の活用 新規

４．ふるさと納税の推進 新規

削除：税の滞納者に対するサービスの制限

２．口座振替制度の推進

②市有財産の活用 １．市有財産の活用と売却 市有財産の活用と売却

削除：事務事業の見直し

③公営企業及び特別会計の健全運営 １．公営企業の経営健全化 公営企業の経営健全化

２．特別会計の見直し 特別会計の見直し

３．学校給食センターの統合 学校給食センターの統合

４．市立幼稚園の見直し 市立幼稚園の見直し

②歳出全般の抑制 １．補助金等の見直し 補助金等の見直し

５．ケーブルテレビ事業の管理・運営方法の見直し 新規

（１）財政健全化 ①財政の合理化・効率化 １．健全な財政運営 健全な財政運営

（２）自主財源の確保 ①市税等の収入の確保 １．市税の収納率向上 市税の収納率向上

２．普通建設事業費に対する一般財源の抑制（効率的な事業執行） 普通建設事業費に対する一般財源の抑制（効率的な事業執行）

３．持続可能な財政基盤と弾力性のある財政構造の確立

【重点改革項目】 【取組方針】 【取組項目】 【参考】前期プラン取組項目

（３）定住促進の強化
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１．新たな価値を創造し、市民本位の視点に立った行政経営の実現

1 本庁支所方式への移行 総務課 1 13 本庁支所方式への移行

2 組織・機構の見直し 総務課 2 14 組織・機構の見直し

※ ②柔軟で機能的な組織運営 削除

庁内分権の推進 削除

弾力的な勤務形態の導入 削除

1 庁内システムの見直し 総務課 3 15 業務システムの見直し

2 総合窓口サービスの推進 総務課 4 16 総合窓口サービスの推進

3 事務マニュアルの整備 総務課 5 16 事務マニュアルの整備

4 入札制度の改革 財政課 6 17 新規

5 財務規則の見直し（実施完了のため項目より削除） 財政課 17 新規

6 コンビニ収納の推進 税務課・総務課 7 18 新規

7 図書館機能の充実 社会教育課 8 19 新規

1 定員適正化の推進 総務課 9 20 定員適正化の推進

2 嘱託員・臨時職員の適正配置 総務課・教育総務課 10 21 臨時・嘱託職員の適正配置

1 給与の適正化 総務課 11 23 給与の適正化

2 諸手当の総点検の実施 総務課 12 23 諸手当の総点検の実施

3 旅費の見直し（実施完了のため項目より削除） 総務課 24 旅費の見直し

時間外勤務の適正化 削除

1 市政情報の積極的な公開・わかりやすい情報の提供 秘書広報課・財政課 13 25 市政情報の積極的な公開・提供

2 市民にわかりやすい情報の提供（取組番号１４に統合） 秘書広報課 26 市民にわかりやすい情報の提供

1 庁内における情報の共有 総務課・秘書広報課 14 27 庁内における情報の共有

1 人事評価制度の導入 総務課 15 28 人事評価制度の導入

人事制度の見直し（計画的な人事異動の実施） 削除

1 人材育成の推進 総務課 16 29 人材育成の推進

2 職員提案制度の活用 政策推進課 17 29 職員提案制度の創設

行政改革アクションプラン（後期プラン）取組項目一覧表

取　組　項　目 所管（主管）課
ページ
番　号

【参考】前期プラン取組項目

（２） 定員管理、給与等の適正化

① 定員管理の適正化

② 給与等の適正化

（３） 情報の共有とネットワークの構築

① 行政情報の積極的な提供

取組番号

（４） 人事管理と人材育成

① 人事制度の見直し

② 人材育成の推進

（１） 効率的・効果的な行政経営

① 組織・機構の見直し

② 行政事務の効率化とサービス向上

② 情報の共有
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1 評価機能の充実 総務課 18 30 評価機能の充実

大規模公共事業に係る事前評価手法の検討 削除

1 市民満足度調査の実施 政策推進課 19 31 市民満足度調査の実施

2 意見箱・メール等による意見聴取 秘書広報課 20 32 新規

1 自治基本条例の推進 総務課 21 33 自治基本条例の制定

2  協働のまちづくり（協働推進の基本指針の策定） 政策推進課 22 34  協働のまちづくり（協働推進の基本指針の策定）

3 地区住民自治協議会の推進と連携 政策推進課・社会教育課 23 34 地区住民自治協議会の推進と連携

4 環境保全の推進 生活環境課 24 35 環境保全の推進

5 景観保全の推進 政策推進課 25 36 景観保全の推進

1 市民活動に対する支援機能の充実 政策推進課 26 37 市民活動に対する支援機能の充実

2 公募型補助制度の創設（取組番号２７に統合） 政策推進課 38 公募型補助制度の創設

1 パブリックコメントの推進 秘書広報課 27 39 パブリックコメントの推進

2 市民提案制度の創設（取組番号２７に統合） 政策推進課 40 市民提案制度の創設

3 男女共同参画の推進 人権・同和対策課 28 40 新規

各種審議会委員等の市民参画の促進 削除

1 アウトソーシング（外部委託等）の推進 政策推進課 29 41 アウトソーシング（外部委託等）の推進

2 ＰＦＩ手法及びリース方式の活用 政策推進課 30 41 ＰＦＩ手法及びリース方式の活用

1 公の施設の指定管理者制度による管理運営の推進 政策推進課 31 42 公の施設の指定管理者制度による管理運営の推進

1 健全な財政運営 財政課 32 43 健全な財政運営

2 普通建設事業費に対する一般財源の抑制（効率的な事業執行) 財政課 33 44 普通建設事業費に対する一般財源の抑制（効率的な事業執行)

3 学校給食センターの統合 教育総務課 34 45 学校給食センターの統合

4 市立幼稚園の見直し 教育総務課 35 46 市立幼稚園の見直し

5 ケーブルテレビ事業の管理・運営方法の見直し 秘書広報課 36 47 新規

取組番号

３．持続可能な財政基盤と弾力性のある財政構造の確立

（１） 財政健全化

① 財政の合理化・効率化

（２） 市民参画機会の拡充

① 市民参画機会の拡充

（３） 民間活力の有効活用

② 施設の管理運営の見直し

所管（主管）課
ページ
番　号

【参考】前期プラン取組項目

① 協働のまちづくりの推進

② 市民活動に対する支援の充実

（５） チェック機能の強化

① チェック機能の充実

① 民間委託等の推進

② 市民満足度の把握

２．市民参画と協働による多元的な公共サービスの提供

（１） 地域や市民との協働

取　組　項　目
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1 補助金等の見直し 総務課 37 48 補助金等の見直し

事務事業の見直し 削除

1 公営企業の経営健全化 上下水道課・山香病院 38 49 公営企業の経営健全化

2 特別会計の見直し 市民課・上下水道課・健康長寿あんしん課 39 50 特別会計の見直し

1 市税の収納率向上 税務課 40 51 市税の収納率向上

2 口座振替制度の推進 税務課 41 52 口座振替制度の推進

3 広告収入等の活用 財政課 42 52 新規

4 ふるさと納税の推進 政策推進課 43 53 新規

税の滞納者に対する行政サービスの制限 削除

1 市有財産の活用と売却 財政課 44 54 市有財産の活用と売却

2 健全な財政運営(新地方公会計の整備） 財政課 45 55 新規

3 公金預金の運用管理 会計課・財政課 46 55 公金預金の運用管理

4 企業誘致の推進 商工観光課 47 56 新規

1 定住促進プランの推進 政策推進課 48 57 新規

1 使用料の見直し 財政課 49 58 使用料の見直し

2 保育料の見直し 子ども子育て支援課 50 58 保育料の見直し

1 外郭団体の見直し 財政課・商工観光課・農林課 51 59 外郭団体の見直し

1 各種団体事務の見直し 政策推進課 52 60 各種団体事務の見直し

2 観光協会との連携 商工観光課 53 60 観光協会の見直し

（前期プラン）全５３項目

（４） 受益者負担の適正化

① 使用料等の見直し

（５） 外郭団体等の運営

① 外郭団体の見直し

取組番号取　組　項　目 所管（主管）課
ページ
番　号

③ 公営企業及び特別会計の健全運営

（２） 自主財源の確保

【参考】前期プラン取組項目

② その他団体等の自立的な運営

（３） 定住促進の強化

① 定住促進プランの推進

① 市税等の収入の確保

② 市有財産の活用

② 歳出全般の抑制

（後期プラン）全５３項目
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１．新たな価値を創造し、市民本位の視点に立った行政経営の実現

（１） 効率的・効果的な行政経営

①　組織・機構の見直し

【総務課】

評価 Ｄ 評価なし 評価なし 評価なし

Ｈ２８

1

本庁支所方式への
移行

行政サービスの向上、効率化と市民の一体化を図る
うえで、今後の庁舎の在り方について広く市民の意
見を聞きながら検討する。

行政サービスの向上

行政運営の効率化

計画
庁舎問題について検
討を行う。

進捗
状況

平成23年度に検討
中止。

　多様化する市民ニーズに応えていくため、即応できる体制づくりが必要です。
　必要に応じて組織・機構を見直し、市民に分かりやすく柔軟性のある組織づくりを推進します。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

項目数 14 2 2 0 2

この項目では、（１）効率的・効果的な行政経営（２）定員管理、給与等の適正化（３）情報の共有とネットワークの構築（４）人事管理と人材育成
（５）チェック機能の強化の5項目を大項目に掲げ、20項目について具体的な取り組みを行いました。
20項目の進捗評価は、以下のとおりです。

評価基準 Ａ．予定どおり実施(プラン
　どおり又はそれ以上実施)

Ｂ．一部実施(プランより
遅れて実施、目標未達成)

Ｃ．未実施(未着手、全く
進まなかった)

Ｄ．中止(計画が中止となった) 評価なし

Ⅱ 行政改革アクションプラン（後期プラン） 実施計画進捗状況 【平成28年度実績】

方針決定
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進捗
状況

災害時に効率的に対
応できる体制が構築
できた。

契約検査課及び高齢
者支援課を廃止、新
たに政策推進課及び
健康長寿あんしん課
を設置、秘書政策課
及び子育て・健康推
進課の名称をそれぞ
れ秘書広報課及び子
ども子育て支援課に
変更、各課の事務分
掌の見直し等行っ
た。

各課ヒアリングを行
い、医療政策課の新
設、各課の事務分掌
の見直し等行った。
医療政策課を新設
し、地域医療政策と
新病院建設に関する
ことを検討する体制
を構築できた。

税務課の事務分掌を
見直し、係の分離を
行った。税務事務を
効率的に行う体制が
構築できた。

【総務課】

逐次必要な見直しを
行う。

現状を把握し、継続
的に見直しを行う

現状を把握し、継続
的に見直しを行う

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

2

組織・機構の見直し

毎年度機構改革に取組み、定員適正化計画と併せ、
シンプルな組織体制の構築を図ってきた。
今後見込まれる行政需要や権限移譲、事務事業の見
直しや民間委託の推進などを踏まえながら最新の組
織・機構を構築する必要がある。
総合計画に掲げる政策を実現し、また今後予測され
る行政需要に逐次対応できる組織として、効率的で
わかりやすい組織機構へと継続的に見直しを行う。

行政サービスの向上

行政運営の効率化

計画
逐次必要な見直しを
行う。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

検討・実施
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②　行政事務の効率化とサービス向上

【総務課】

評価 Ｂ Ａ Ａ Ａ

進捗
状況

システム統合は検討
を実施したが、事務
の効率化・行政サー
ビスの向上の観点よ
り新バージョンを導
入。

内部情報システムに
ついては、次期シス
テム等のデモを実施
する等、関係課での
検討を実施した。
地域イントラネット
等の更新（仮想）を
実施した。

・内部情報システム
については、引き続
き関係各課で検討を
実施のうえ、各法改
正の改修とコスト削
減の観点から28年
度は再リースを決
定。
・基幹系業務システ
ムも番号法による改
修のため、28年度
の更新については、
再検討した。
・土木積算システム
も27年12月から再
リースを実施してい
る。
・仮想基盤の構築を
実施した。

・内部情報システム
については、関係各
課で検討し、29年
度中に更新を実施す
る。ただし、28年
度は再リース中。
・基幹系業務システ
ムは、共同クラウド
の日田市、宇佐市協
議を行ったが、29
年度は延長契約で対
応を行う。

3

庁内システムの
見直し

各部署が所有しているサブシステムの更新時期に合
わせ、事務の効率化や情報の一元管理化、二重運用
コストの削減などの観点から、基幹系システムを基
盤とする統合型システムへの見直しとアドバイスを
行う。

（サブシステムの処理形態や共同利用方策の検討、
低コスト･行政サービスの向上、事務負担の軽減）

事務の効率化

運用コストの削減

行政サービスの向上

計画

・戸籍システム【市
民課】
・契約管理システム
【契約検査課】
・畜犬システム【生
活環境課】
・生活保護システム
【福祉対策課】

・内部情報系システ
ムの検討・構築

・基幹系業務システ
ムの検討・構築
・内部情報系システ
ムの検討・構築
・土木積算システム
【建設課】

・基幹系業務システ
ムの検討・更新
・内部情報系システ
ムの検討・構築・更
新

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

検討・実施
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全ての課・係で整備
済みとなり、日常業
務や事務引き継ぎに
活用できた。

全ての課・係におい
て、昨年度に整備し
たマニュアルの見直
しを行った。
全ての課・係におい
て、日常業務や事務
引き継ぎに活用でき
た。

全ての課・係におい
て、マニュアルの内
容更新を行った。
　全ての課・係にお
いて、日常業務や事
務引継ぎに活用でき
た。

【総務課】

事務引き継ぎに適用
する。
各課において内容の
修正や追加を随時行
う。

事務誤りの発生に伴
い、事務の改善を図
るよう、内容の修正
や追加を行う。

事務引き継ぎに適用
する。各課において
内容の修正や追加を
随時行う。例規との
照らし合わせをし、
マニュアルの訂正、
追加を行う。

評価 Ｂ Ａ Ａ Ａ
5

事務マニュアルの
整備

定例的な事務事業において、誰でも対応できるよう
に事務マニュアルを整備する。
杵築市職員服務規程第12条にいう事務引継書として
活用する。

業務の効率化

計画

事務引き継ぎに適用
する。
各課において内容の
修正や追加を随時行
う。

進捗
状況

一部未提出の課・係
があったが、整備済
みの課・係について
は日常業務や事務引
き継ぎに活用でき
た。

Ｄ 評価なし 評価なし

進捗
状況

Ｈ23年度にシステ
ム運用開始したが、
関係課との調整が進
まず、実施に至って
ない。現在の庁舎の
面積ではスペースの
確保が難しく実施で
きない。

現庁舎では、スペー
ス等も限られてお
り、完全なワンス
トップ化までは至っ
ていないが、1階に
て順次手続きを案内
しながら細かな説明
もできることから、
現庁舎では総合窓口
は設置しない方針と
している。（中止）

システムを活用した
総合窓口化の有効性
について、方針決定
する。

方針に沿った取り組
みを実施

庁舎の方式と併せて
引続き検討を行う

庁舎の方式と併せて
引続き検討を行う

Ｈ２８

4

総合窓口サービスの
推進

各種証明書の発行や届出･申請等の関連する手続きの
窓口を集約し、1箇所の窓口で行政サービスを提供で
きる総合窓口サービスに向け、ワンストップ化を推
進する。システムについては、対応が可能なシステ
ムをH23に導入済み。

市民の利便性向上

計画

評価 Ｂ

【総務課】

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

方針決定

実施
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実施終了
改正後の規則で運
用。事務執行の簡素
化と判断基準の明確
化により事務の効率
化が図られた。

【財政課】

新財務規則、新事務
決裁規程による運用

実施完了により、項
目より削除

実施完了により、項
目より削除

評価 Ａ Ａ

財務規則の見直し 財務規則に関する取扱いの適正化を図ることによ
り、内部管理事務の処理体制と、その処理方法の合
理化を推進する。

事務の効率化

計画

財務規則、事務決裁
規程（別表第１財務
及び別表第２）の見
直しを検討

進捗
状況

財務規則を全面改
正。併せて庶務担当
者等の研修会実施。
事務執行の簡素化と
判断基準の明確化に
より事務の効率化が
図られた。

進捗
状況

県内他市町村の調査
を実施したが、対象
金額がまちまちであ
り、当市の適正金額
の決定ができなかっ
た。Ｈ26年度中に
方針決定を行う。

県下の状況を基に入
札・契約制度を検討
し、競争機会の拡大
を図る方針を決定し
たが、一般競争入札
対象金額の変更は難
しく、変更には至ら
なかった。引続き見
直しを検討する。

県下の状況を基に入
札・契約制度を検討
し、工事入札金額内
訳書添付の試行や施
工体制台帳の添付義
務づけなど制度等の
一部改善を行った。
入札・契約制度は順
次改善しているが、
一般競争入札対象金
額の各市町村の状況
がまちまちであり、
社会情勢も考慮し、
現状維持となった。
引き続き各市町村の
状況を注視しながら
見直しを検討すると
共に改善していく。

県下の状況を基に入
札・契約制度を検討
し、工事入札金額内
訳書添付の実施や最
低制限価格の公表時
期の見直しをするな
ど制度等の一部改善
を行った。入札・契
約制度は順次改善し
ているが、一般競争
入札対象金額の各市
町村の状況は依然と
して変わらず、社会
情勢も考慮し現状維
持となった。
引き続き各市町村の
状況に留意しなが
ら、改善に努めてい
く。

【財政課】

他 市 の 状 況 等 を 調
査・検討し、対象と
なる案件の一部につ
い て 、 方 針 決 定 す
る。

他市町村の状況をみ
ながら入札制度の改
善を行う

他市町村の状況をみ
ながら入札制度の改
善を行う

評価 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

6

入札制度の改革
一般競争入札対象案件の範囲を拡大し、より一層の
競争性・透明性を高める。

入札における透明
性・競争性確保

計画

他 市 の 状 況 等 を 調
査・検討し、対象と
なる案件の範囲につ
い て 、 方 針 決 定 す
る。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

調査･検討･方針決定 実施

調査･検討･方針決定 実施
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進捗
状況

Ｈ26.４.１より収納
システム導入。納付
の利便性、収納率の
向上、事務の簡素化
が図られ、更なる収
納率向上が見込まれ
る。

軽自動車税
(26.40％）、市県
民税（23.15％）は
利用が高かったが、
その他については
12～13％台となっ
ている。これは高齢
者の利用が低いため
と思われる。広報Ｐ
Ｒに重点を置いて、
利用率・利便性の向
上を図っていく。

納付書送付時にコン
ビニ納付ＰＲ。
普通徴収分の市民
税、固定資産税、軽
自動車税、国民健康
保険税、介護保険料
のコンビニ収納率は
17.54％。
目標数値に達するこ
とができた。
コンビニ収納につい
ては、ある程度周知
はでき、一定の成果
は上がり納税者の利
便性の確保はでき
た。後期高齢者保険
料の利用について検
討したが、導入には
至らなかった。
今後は、クレジット
収納など別の収納方
法について検討が必
要である。

普通徴収分の市県民
税（37.2%)、固定
資産税(24.2%)、軽
自動車税(38.8%)、
国民健康保険税
(23.9%)、介護保険
税(20.2%)の全体の
コンビニ収納率は、
28.85%となり目標
数値に達することが
できた。
コンビニ収納につい
ては、一定の周知は
できているが、対象
者が高齢の場合に
は、口座振替などで
の対応が良しと考え
られる。

【税務課】
【総務課】

市 民 税 、 固 定 資 産
税、軽自動車税、国
民健康保険税、介護
保険料、市営住宅の
家賃のコンビニ収納
を実施。

コンビニ収納が可能
な税等の周知に努め
るとともに、その他
の取り扱い可能な使
用料等について検討
し、順次実施してい
く。
コ ン ビ ニ 利 用 率
17.5％

コンビニ収納の周知
に努める。
コ ン ビ ニ 利 用 率
20％

評価 Ａ Ｂ Ａ Ｂ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

7

コンビニ収納の推進
これまでの納付書、口座振替による市税の納付、各
種使用料等の支払い方法にコンビニによる取り扱い
（納付や支払い）を加え、住民サービスの向上を図
る。

行政サービスの向上

計画

26年度の実施に向
けて、コンビニ収納
に対応できる収納シ
ステムを構築する。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

実施
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Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
No.

取 組 項 目
内　　　容 目標・効果

年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５

建設用地の決定。
「子ども読書推進計
画」策定のための内
部協議の開始。｢杵築
市図書館建設検討委
員会」を設立し、新
館建設に向けての協
議の開始。プロポー
ザル方式により設計
業者を決定。

図書館機能の充実

今後の図書館のあり方について、方向性を示すとと
もに図書館機能の充実を図る。
学校図書館との連携を深め、子どもの読書推進を図
る。
地域に根ざした図書館を作ることを目指し、地域住
民や関連機関との連携を図る。
新館に向けて、地域資料や行政資料の収集に力を入
れる。

市民サービスの向上

進捗
状況

・「第一次子ども読
書推進計画」策定
・工作教室等の図書
館事業の実施
・基本・実施設計の
完了
・雑誌スポンサー事
業を実施
・地域・行政資料の
収集開始

・各種講座(444
名)、読み聞かせ
(249名)、読書週間
行事等の図書館事業
(253名)の実施
・雑誌スポンサー事
業(11者14誌)の実
施
・建設工事（建築・
電気・機械)11月着
工

【社会教育課】

8

Ｂ Ａ Ａ Ａ

計画

学校図書館司書との
連 絡 会 議 を 開 催 す
る。新杵築市立図書
館建設の基本設計、
実施設計

設計の方法や対応策
を内部で検討した
が、建設用地決定の
遅れに伴い、設計ま
でに至らなかった。
建設用地の早期決定
を目指す。

「新杵築市立図書館
建 設 基 本 計 画 」 に
沿った市民、行政、
文化団体、類縁機関
等との連携の強化を
図る。
新杵築市立図書館建
設着工。建設に向け
た各種計画の策定。

「子ども読書推進計
画」策定
図書館機能充実に向
けた各種事業の実施
新館建設に向けた各
種計画の実施
新館基本・実施設計
着手及び完了
地域・行政資料の収
集

図書館機能充実に向
けた各種計画の実施
新館建設に向けた各
種計画の実施
新館建設工事着工

評価

実施
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（２）定員管理、給与等の適正化

①　定員管理の適正化

進捗
状況

定員適正化計画を策
定。限られた職員数
で行政サービスの水
準を維持できた。

事業の進捗状況等を
考慮し、適正な人員
配置を行うための機
構改革を実施した。
限られた職員数で行
政サービスの水準を
維持できた。

各課ヒアリング等を
行い、適正な人配置
を実施した。

29年度早期に、計
画策定の要否につい
ても検討し、策定に
向けた協議を行うこ
とにした。

【総務課】

定員適正化計画の策
定

計画の実施 計画の実施 次期計画の策定

評価 Ａ Ａ Ａ C

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

9

定員適正化の推進 これまでの定員管理の実績や今後数年の将来にわた
る行政需要の動向、平成25年度に総務省より示され
る定員モデルや類似団体別職員数の状況等を踏ま
え、効率的な定員配置を検討する。

限られた職員数で行
政サービスの水準を
維持するため定員適
正化計画を策定する

計画

　事務事業の見直しやアウトソーシング化、今後の権限移譲による事務量の増加などを総合的に判断し適正化に努めます。
　事務の効率化のため、事務事業の見直しや民間委託などを積極的に推進します。

市の業務量が増大しているなか、減員を続けてきた職員の定員管理は、行政サービスが低下しないよう、嘱託員・臨時職員の適正配置を行いながら推進し
ます。
　また、職員の諸手当について、市民の理解が得られる適正化に取り組みます。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

調査･検討･方針決定 実施
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別表１ （単位：人）

※　類似団体との比較

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
No.

取 組 項 目
内　　　容 目標・効果

年度別計画

【所管(主管)課】

59

242

　「行政改革集中改革プラン」と「行政改革アクションプラン（前期プラン）」による平成17年度から平成24年度までの職員数の推移は別表１の
とおりであり、平成25年4月1日の職員数の目標数３２８人に対し、実績数は３２７人は目標を上回る削減で、平成17年度以降85人の削減となっ
ています。
　平成25年度から平成２８年度にかけては「行政改革アクションプラン（後期プラン）」の中で、研修制度の充実や再任用制度による雇用を活用
していく「杵築市定員適正化計画」を策定し、業務に支障が出ないよう職員配置を行いました。

　類似団体(人口5万人未満、産業構造Ⅱ次、Ⅲ次95％未満かつⅢ次55％未満の団体)での人口1万人当たり職員数では、杵築市は98.87人
（H28.4.1）で全国52団体中31位です（平均93.88人)。（参考：県内での類似団体（全3団体）の中では1位です。）

H20.4.1

302

6362

304323

全課ヒアリングによ
り臨時・嘱託員の適
正配置を行った。※
特殊要因（機構改
革、地域おこし協力
隊の雇用等）により
一部増員があった。

全課ヒアリングによ
り臨時・嘱託員の適
正配置を行った。
住宅供給公社への業
務委託等や、文化施
設の指定管理によ
り、減となった。

全課ヒアリングによ
り臨時・嘱託員の適
正配置を行った。

【総務課】
【教育総務課】

●定員適正化（定員管理）の実施状況

民間委託や指定管理
者制度の活用等によ
る嘱託員・臨時職員
の適正配置

民間委託や指定管理
者制度の活用等によ
る嘱託員・臨時職員
の適正配置

民間委託や指定管理
者制度の活用による
臨時・嘱託職員の適
正配置
各課ヒアリングを行
い、人員を削減する

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ
10

嘱託員・臨時職員の
適正配置

行政評価等による事務事業の見直し、民間委託や指
定管理者制度の活用によるスリム化・適正化を図
り、嘱託員・臨時職員の適正配置を行う。

効率的な配置

計画

民間委託や指定管理
者制度の活用等によ
る嘱託員・臨時職員
の適正配置

進捗
状況

指定管理者制度活用
により臨時職員の減
ができた。また全課
ヒアリングにより臨
時・嘱託職員の効率
的な適正配置ができ
た。

H19.4.1 H28.4.1H27.4.1H26.4.1H25.4.1H25.4.1H24.4.1H23.4.1H22.4.1H21.4.1

実績実績実績目標数実績実績実績実績実績実績実績実績実績

普　　通　　会　　計

一　般　行　政 267270

年　　　度
H17.4.1 H18.4.1

教育（教育長含む）

公営企業等会計（病院除く）

計

304294293286287289299337333340

245235230224222225237239242259270

59636265646264676670

36383942403941424338395772

340332332328327328340344347361376390412

H29.4.1

実績

300

336

36

58

実施
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【今後の方針】

●嘱託員・臨時職員の適正配置の状況 （単位：人）

H29.8.1（参考）

59

41

100

58

— — —

　平成2４年8月1日現在、「行政改革アクションプラン（前期プラン）」では10人減の目標が、31人増となっています。これは小中学校図書司書や小

学校複式学級解消のための教諭を雇用したことなどによる教育委員会部局の増が主な要因です。

　市長部局では全体での増減はありませんが、身体障がい者の雇用や、手話通訳を兼ねた窓口業務の雇用など、特殊要因による雇用が増えています。

246 227

75 60 61

66 80 63

45 53 49

91 106 103

　「行政改革集中改革プラン」、「行政改革アクションプラン（前期プラン）」での取り組み項目「退職者の3分の1採用」を実施したことによ
り、職員数は目標どおり減少してきました。しかし、増員圧力が高くなる部門として、少子高齢化に伴う介護や医療等、児童虐待、生活保護、特別
支援教育、防災、また、地方分権改革による権限移譲で市の所掌事務全体の増等、限られた職員数で行政サービスの水準を維持していくためには、
定数削減はますます困難になってきました。
　平成２５年度に総務省から示された「第９次定員モデル」と杵築市の職員数を比較すると、一般行政部門において、モデルより１１人少ない状況
です。
　これらの状況から、杵築市の平成２６年度以降における定員管理は、多様化する市民ニーズに対応していくためには、人員削減を基にした定員の
適正化には限界があるため、職員数は現状維持を基本に、各種事業の進捗状況等を配慮した人員配置を「杵築市定員適正化計画」を基に適正な定員
管理を実行しました。

H26.8.1（参考） H27.8.1（参考） H28.8.1（参考）

46 53 54

部　　局 嘱託・臨時の別

計

嘱託員

臨時職員

計

市長部局

教育委員
会部局

227

— —

213

113

55

141 140 124

232

△１０193197200203

35

82

72

73

14531144144124113

31234228215203

6668

2469695845

アクションプラン目標数

臨時職員 04337

09084

775

市長部局＋教育委員会部局

嘱託員 4147

5043

9190

75

04747

H25.8.1（参考）

47

Ｈ21 H24－H21H24.8.1H23.4.1H22.4.1
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②　給与等の適正化

Ａ

合併以来となる通勤
手当の見直しを行
い、2km未満通勤者
の通勤手当の廃止を
行った。25年度に
決定した項目を実施
した。

県内他市のの諸手当
の状況調査をした。

県内他市のの諸手当
の状況調査をした。

【総務課】

現状と制度の趣旨に
合致しない手当につ
いては、逐次見直し
を行う。

進捗
状況

保健衛生事務従事職
員や家畜等診療従事
職員の特殊勤務手
当、賦課徴収手当の
一部をＨ26に廃止
することを決定。

現状と制度の趣旨に
合致しない手当につ
いては、逐次見直し
を行う。

現状と制度の趣旨に
合致しない手当につ
いては、逐次見直し
を行う。

現状と制度の趣旨に
合致しない手当につ
いては、逐次見直し
を行う。

評価 Ａ Ａ Ａ

【総務課】

12

諸手当の総点検の
実施

各種手当について、総合的に点検を行い、現状と制
度の趣旨に合致しないものなどについては、廃止や
見直し等の是正を行う。

人件費の抑制

計画

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

進捗
状況

級別構成割合等の見
直しを行い、国並み
の制度改正による人
件費の抑制ができ
た。

級別構成割合等の見
直しを行い、国並み
の制度改正による人
件費の抑制ができ
た。

特例として、２％
カットを行った。国
並みへの制度改正に
より人件費の抑制が
できた

3級0.5%、4級～6
級1%、7級3％の
カットを行った。

実施

級別構成割合等の見
直しを行う。

実施 実施 課長級の給与カット

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

11
給与の適正化

国・県の給与構造、ラスパイレス指数などを踏まえ
給与制度・運用・水準の適正化を推進する。

人件費の抑制

計画

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

実施

実施調査･検討･方針決定
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進捗
状況

研修センター移転に
伴い、日当の在り方
を検討。全体的な日
当廃止を含め再検討
する。

日当（県内）を廃止
した。

【総務課】

日当（県内）の廃止 その他の旅費につい
て、逐次見直しを行
う。

実施完了により、項
目より削除

実施完了により、項
目より削除

評価 Ｃ Ａ

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

旅費の見直し 旅費の支給については、他市の状況等を調査し、日
当の廃止や見直しに向けて検討する。 経費の削減

計画

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

実施
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（３）情報の共有とネットワークの構築

①　行政情報の積極的な提供

【秘書広報課】
【財政課】

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

進捗
状況

平成25年12月から
マスコミへの定例記
者会見を実施し、市
政に関する情報を公
開した。

・市公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄ以
外からの市報の閲覧
拡充
（「全国とれたて情
報ﾍﾟｰｼﾞ」登録、電
子書籍ｻｲﾄ「oita
ebooks」,
「eBPark九州山
口」にて市報を公
開）
・市公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄの
利便性の向上（「ｲ
ﾍﾞﾝﾄ・募集」「ﾘﾝｸ
集」の作成）
・市公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄへ
各課から最新情報を
掲載。
パブリックコメント
実施（平成26年度6
件）

市公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄから
動画配信を開始
(H27.12)（KDTの
ﾄﾋﾟｯｸｽ、ふるさと
CM大賞応募作品、
「合併後10年の歩
み」）、ＳＮＳ
（フェイスブック、
ツイッター）の配信
開始、防災ラジオの
有効活用(毎月1回定
時放送)安心・安全
に関する情報発信）
ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ実施
（平成27年度3件）
ホームページからの
情報発信件数の増加
(105件増）、動画
配信（毎週1回）、
H27年全国広報コ
ンクール【広報誌
（市部）】で広報き
つき(H26.7)が入選

①市公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄの
利便性の向上
②市公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄへ
各課から最新情報を
掲載
③ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯ
ﾀｰ、youtube（新
規）の配信
配信回数
ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ 256回
ﾂｲｯﾀｰ　　324回
youtube　 38回
④防災ﾗｼﾞｵを活用し
た安心安全に関する
情報発信
発信回数　14回
⑤ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ実施
（平成28年度7件）

Ｈ２８

13

市政情報の積極的な
公開・わかりやすい

情報の提供

行政の取り組み、主要施策の概要、行政改革の進捗
状況や財政状況等、市の経営に関する情報を積極的
に公開する。
市民に対して、市政に関する最新情報を提供し、共
有するため、広報紙・ホームページの内容・手段を
定期的に見直すとともに、ケーブルテレビ（文字放
送・データ放送を含む）も活用した複合的に分かり
やすい情報を提供していく。

透明性の確保

わかりやすい市政運
営

市民サービスの向上

計画

広報広聴プラン・マ
ニュアルに基づき、
市政運営に関する情
報を積極的に公開す
る。

逐次見直し ホームページで動画
配信（KDTのﾄﾋﾟｯｸ
ｽ掲載）、SNS、防
災ラジオの有効活用

ホームページから継
続して動画配信を行
う。
ホームページ改編に
向けた調査をする。

　市民と行政が情報を共有することにより相互の信頼関係を構築していきます。
　広報・広聴の取り組みを推進し、広報紙、ケーブルテレビ、インターネットなどを最大限活用した、積極的な情報提供に努めます。
　庁内においては、職員相互の情報を共有し、サービスの質の向上を図ります。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施
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【秘書広報課】
【総務課】

評価 Ｂ Ａ

進捗
状況

定例記者会見で公開
した内容を市公式
ウェブサイトに掲載
し、要約したものを
市内行政区で班回覧
している。

市公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄの利
便性の向上を図っ
た。（「ｲﾍﾞﾝﾄ・募
集」「ﾘﾝｸ集」の作
成）、市公式ｳｪﾌﾞｻｲ
ﾄへ各課から最新情
報を掲載するよう指
導を強化した。

Ｈ２８

市民にわかりやすい
情報の提供

市民に対して、市政に関する最新情報を提供し、共
有するため、広報紙・ホームページの内容・手段を
定期的に見直すとともに、ケーブルテレビ（文字放
送・データ放送を含む）も活用した複合的に分かり
やすい情報を提供していく。

市民サービスの向上

計画

広報広聴プラン・マ
ニュアルを基本に効
果的・効率的な情報
発 信 を 積 極 的 に 行
う。

逐次見直し 取組項目１５に統合 取組項目１５に統合

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施
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②　情報の共有

【総務課】
【秘書広報課】

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

進捗
状況

関係各課職員による
定例会等を実施し、
機能向上を図ってい
る。

IPKシステムを活用
し、全職員への通知
メニューの追加を実
施した。
ICTグループ会議を
立上げ、情報共有を
図っている。

・ICT推進グループ
会議を3回開催、
WebGIS調整グルー
プ会議3回開催し、
情報提供を実施。
・IPKグループウェ
アは、復命掲示板を
追加し、各課の情報
を掲示し、全職員へ
の情報提供、情報共
有を図った。

・情報共有について
は、IPKシステムで
各課から提供を実施
しており、ﾈｯﾄﾜｰｸ等
ｾｷｭﾘﾃｨ関係について
は、ICT推進グルー
プ会議を適宜開催
し、職員間の共有を
図った。

Ｈ２８

14

庁内における情報の
共有

主要事業や取り組みについて、担当係や担当課しか
把握していない状況があることから、情報担当職員
による協議を行うとともに、ＩＰＫ等を通じて全職
員で情報を共有する体制を整える。

業務の効率化

計画

各課情報担当職員に
よる協議を実施し、
共有情報及び情報集
約の方法について確
認
IPKシステムが積極
的かつ有効的に活用
できるような機能の
調査・改良を実施

継続実施 継続実施 継続実施

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施
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（４）人事管理と人材育成

①　人事制度の見直し

進捗
状況

制度導入されること
となったが、詳細な
取扱いについて国や
県も意見交換を行っ
ている状況であり、
今後の国や他団体の
状況を見て対応して
いく。

具体的な取扱いが示
されてきたので、シ
ステム導入、運用方
法等についての研修
受講や他団体からの
情報収集を行った。

人事評価システムを
導入し、実施に向け
た研修を行った。
（２回）

人事評価システムに
よる評価及び研修を
行った。

【総務課】

人事評価制度を導入
する。
職員研修を行う。

評価 Ｃ Ａ Ａ Ａ

Ｈ２７ Ｈ２８

15

人事評価制度の導入
公平性、客観性を重視した人事評価制度を導入し、人材
育成、人事管理に活用することにより、職員の働きがい
や使命感を高め、能力や資質の向上を図る。

職員の能力や資質向
上

計画

勤務評 定が H24年
度から実施されてい
る。今後、行政評価
システムを受けて人
事評価システム構築
予定。

人事評価システムの
導入は当分の間見送
りとするが、他団体
等の状況を見ながら
引 き 続 き 検 討 を 行
う。

人事評価システムを
導入する。
職員研修を行う。

　職員個々の能力及び実績を適正に評価し、人材育成の充実と強化を図ることにより、公務能率を増進させ、市民サービスの向上へつなげていきます。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６

実施

- 28 -



- 29 -

②　人材育成の推進

若手職員等から人口
減少対策のプロジェ
クトチームのメン
バーを募集し、人口
減少対策の施策を検
討・提案。
地方創生につながる
職員提案と市民提案
の実施を検討した。

「まち・ひと・しご
と総合戦略」策定に
おいて、職員による
事業提案を実施し
た。
提案件数159件のう
ち
採用　～　27件
(同一内容は統合)

提案している職員が
限られてきているた
め、事業提案制度、
事業改善提案制度を
見直す。

【政策推進課】

推進月間を設け、積
極的な提案を促す。

推進月間を設け、積
極的な提案を促す。

推進月間を設け、積
極的な提案を促す。

評価 Ａ Ｂ Ａ C17

職員提案制度の活用 市政運営に関する改善及び政策の実現化に向け、職
員の積極的な提案を奨励し、職員の創造力、研究心
及び市政運営への参加意欲を高めるとともに政策形
成能力の向上を図り、市の施策に反映させることに
よって、市政の効果的・効率的な運営に努める。

組織の活性化

計画

推進月間を設け、積
極的な提案を促す。

進捗
状況

提案件数12件のう
ち、
・採用～４件
・不採用～5件
・保留～3件
職員の意識改革や職
場環境改善に資する
ことができた。

人材育成基本方針に
沿った研修や勤務評
定等を行い、職員の
意識改革・能力向上
が図られた。

人材育成基本方針に
沿った研修計画の見
直しを行った。研
修、勤務評定等をお
こなった

人材育成基本方針に
沿った研修計画の見
直しを行った。研
修、人事評価等を
行った。【総務課】

人材育成基本方針の
実施

人材育成基本方針の
実施

人材育成基本方針の
実施

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

16
人材育成の推進

「人材育成基本方針」（平成23年度策定）における
具体的な取り組みとしての、人事管理制度の構築
（ジョブローテーションシステムの導入、自己申告
制度の見直し、勤務評定制度）、人材の確保、職員
研修を実施する。

職員の意識改革･能
力向上

計画

人材育成基本方針の
実施

進捗
状況

人材育成基本方針に
沿った研修や勤務評
定等を行い、職員の
意識改革・能力向上
が図られた。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施

実施
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（５）チェック機能の強化

①　チェック機能の充実

【総務課】

評価 Ｃ Ｃ Ａ Ａ

進捗
状況

新システム導入検討
を行ったが、システ
ム内容（人件費の取
扱い）についての方
向性を決定できな
かったため、先送り
となった。

事務事業評価につい
ては、これまで先送
りとなっていたが、
財政課、政策推進課
と連携し、実施方法
を見直す方向で、来
年度以降に方針を決
定したい。

事業評価の具体的な
評価方法を決定し
た。
28年度から評価を
実施する。

事業費合計
5,362,793千円、
137件を評価対象事
業とした。評価結果
は、継続１２０件・
内容見直し１０件・
拡大７件となった。
委員会は、事情評価
報告を作成し、市長
に提出、予算編成に
反映することを要望
した。

実施

事務事業評価のシス
テ ム 導 入 に 係 る 調
査・検討・方針決定

方針に沿った取り組
みを実施

事務事業評価の実施
方法を再検討

事務事業評価を実施

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

18

評価機能の充実
行政運営における評価機能について、事業成果を評
価する評価指標を設定し、市民満足度調査などによ
る客観的な評価と外部委員による評価を実施すると
ともに、その内容を公表し、組織内外のチェック機
能の強化を図る。

チェック機能の強化

市民の目線にあった
行政経営

計画

　行政サービスや組織運営の見直しを促し、自浄作用の強化・補充を図るため、行政評価等によるチェック機能を強化します。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

実施調査･検討･方針決定
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②　市民満足度の把握

平成27年度調査の
ため、地方創生に関
するアンケートの内
容も含めた調査表を
検討した。

実施年につき、無作
為抽出2000件に対
し、アンケートを
行った。
回答数　676件
回答率　33.8％

平成29年度調査の
ため、アンケートの
内容も含めた検討を
実施

【政策推進課】

実施年
無作為抽出2,000件
回答数　800件
回答率　 40％

総 合 計 画 策 定 に 向
け、調査結果の活用

評価 Ａ Ａ Ｂ Ａ

Ｈ２８

19

市民満足度調査の
実施

市政全般にわたる市民の満足度や行政に対する意識
などを調査し、政策・施策の方向性、優先度、事業
実施の検討材料として活用する。また、行政評価や
今後の施策・事業展開の参考にする。

市民の行政に対する
意識の把握

効果的な施策を展開
する。

計画

実施年
無作為抽出2,000件

進捗
状況

回答件数～794件
（回答率　３９．
７％）
市政に対する市民の
意識を再確認し、意
見や提言を受け、今
後の施策に活用して
いく資料となった。

調査結果の活用検討

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施
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Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
No.

取 組 項 目
内　　　容 目標・効果

年度別計画

【所管(主管)課】

進捗
状況

市民の行政に対する
具体的な意見等の把
握ができ、情報の共
有を図ることができ
た。

市民の行政に対する
具体的な意見等の把
握ができ、情報の共
有を図ることができ
た。

行政に対する意見に
ついては、「市民の
声」Box、お問い合
わせメール、電話で
収集し、内容によっ
て担当課から回答。
また、全庁連絡（Ｉ
ＰＫに掲載）して情
報共有を図ってい
る。
平成27年度　問合
せ件数
文書等：10件
メール：72件
電　話： 9件
来　庁： 5件

随時実施

行政に対する意見に
ついては、全庁連絡
（ＩＰＫ掲載）して
情報共有。問題提起
は担当課より回答。
【市民の声の件数】
意見箱・・・18件
電話・・・・12件
メール・・・36件

【秘書広報課】

随時実施 随時実施 区長へ意見書様式を
配布して、提出をし
てもらう。
「市民の声」Boxの
配置検討と設置数を
増やす。

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

20

意見箱・メール等に
よる意見聴取

「市民の声」（各庁舎設置の意見箱）やお問い合わ
せメールにより、幅広く市民の行政に対する意見、
提言、苦情等を随時収集しているが、さらにこれら
の情報の一層の共有を図ることで、市民の声を効率
的に行政に生かす仕組みをつくる。

市民の行政に対する
具体的な意見等の把

握
各課に対応させ情報
の共有を図り市政に

反映させる

計画

随時実施

実施

- 32 -



- 33 -

２．市民参画と協働による多元的な公共サービスの提供

（１）地域や市民との協働

①　協働のまちづくりの推進

【総務課】

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

進捗
状況

7月1日に施行。杵
築市のまちづくりの
基本的事項を定めた
ことにより、住民自
治の充実に前進する
ことができた。

適切に運用されてい
るか、自治基本条例
運用推進委員会を設
置し検討したことで
協働のまちづくりを
推進することができ
た。

自治基本条例運用推
進委員会の中で、住
民投票条例について
の検討を行った。
（４回開催）
市民参画制度の充実
を図るため、自治基
本条例に定めている
住民投票条例制定の
準備が整った。

住民投票条例を、平
成28年10月１日か
ら施行した。自治基
本条例運用推進委員
会を３回開催した。
住民投票条例を施行
したことにより、市
民参画制度の充実を
図ることができた。

Ｈ２８

21

自治基本条例の
推進

平成２５年度７月１日に施行した自治基本条例が適
切に運用されているかどうかを検討するため、自治
基本条例運用推進委員会を設置。
自治基本条例運用推進委員会の中で、自治基本条例
第８条第４項に規定されている住民投票について協
議を行い、住民投票条例を制定することを決定。

役割分担の明確化

サービスの多様化

計画
自治基本条例に基づ
くまちづくりの推進

自治基本条例に基づ
くまちづくりの推進

自治基本条例に基づ
くまちづくりの推進
住民投票条例の制定
自治基本条例逐条解
説の作成

自治基本条例に基づ
く ま ち づ く り の 推
進、住民投票条例の
制定・施行

　これまでの画一的な行政サービスから、地域の意見や提案を実情に応じて実施できる体制づくりを推進します。

　また、市民が自主的に行政経営に参加できる環境づくりを進めます。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

項目数 8 3 0 0 0

この項目では、（１）地域や市民との協働（２）市民参画機会の拡充（３）民間活力の有効活用
の3項目を大項目に掲げ、11項目について具体的な取り組みを行いました。11項目の進捗評価は、以下のとおりです。

評価基準 Ａ．予定どおり実施(プラン
　どおり又はそれ以上実施)

Ｂ．一部実施(プランより
遅れて実施、目標未達成)

Ｃ．未実施(未着手、全く
進まなかった)

Ｄ．中止(計画が中止となった) 評価なし

実施
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年度当初に協議会の
活動費用として交付
金を交付。
11月に協議会の会
長会議を開催し、各
協議会の取り組み内
容の報告などを行っ
た。

年度当初に協議会の
活動費用として交付
金を交付。
12月に協議会の会
長会議を開催し、各
協議会の取り組み内
容の報告などを行っ
た。
13協議会の各地区
に個別訪問し、地域
における課題の実態
調査を行った。

年度当初に協議会の
活動費用として交付
金を交付。
9月、12月、3月に
協議会の会長会議を
開催し、各協議会の
取り組み内容の報告
などを行った。
13協議会の各地区
に個別訪問し、協働
のまちづくり指針の
策定に向けて意向調
査などを行った。

【政策推進課】
【社会教育課】

協議会相互の全体協
議会を開催（情報交
換、相互補完、ネッ
トワークづくり）

協議会相互の全体協
議会を開催（情報交
換、相互補完、ネッ
トワークづくり）

協議会相互の全体協
議会を開催（情報交
換、相互補完、ネッ
トワークづくり）

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

23

地区住民自治協議会
の推進と連携

地域における各種団体のネットワーク化、相互補完
を図るとともに地区住民と連携・協力し、地域の課
題に取り組んでいく組織として地区住民自治協議会
の活動を推進するとともに、地域の課題等に連携し
て取り組む体制づくりを行う。

役割分担の明確化

市民サービスの向上

計画

策定の必要性から再
度検討する。今の杵
築市総合計画が見直
されるときに併せて
検討する。

進捗
状況

協議会相互の全体協
議会を開催（情報交
換、相互補完、ネッ
トワークづくり）

進捗
状況

13協議会へ合計
6,813,000円を交
付。各協議会での活
動を支援した。

杵築市総合計画の見
直しのための資料収
集を行った。

杵築市総合計画の見
直しのための資料収
集を行った。
総合戦略の取組事項
について明確化し
た。

協働のまちづくり指
針の策定を行い、各
自治協に対して、指
針の内容について説
明会を行った。

【政策推進課】

基本指針について、
調査・検討し策定す
る。

方針に沿った取り組
みを実施。

杵築市総合計画の見
直しと併せて調査・
検討するための資料
収集などを行う。

杵築市総合計画の見
直しと併せて調査・
検討するための資料
収集などを行う。

評価 Ｃ Ｂ Ｂ Ａ
22

協働のまちづくり
（協働推進の基本指

針の策定）

市民本位のまちづくりを推進するため、市民と行政
との役割を明確化し、協働によるまちづくりを推進
するための基本的な考え方、ルールとなる基本方針
を策定する。

役割分担の明確化

サービスの多様化

計画

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施

調査･検討･方針決定 実施
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環境保全審議会を開
催し、各種環境調査
を報告。調査を実施
することにより、市
民の快適な生活環境
を守り、環境意識の
向上を図ることがで
きた。

環境保全審議会の開
催①各種環境調査報
告②各種環境調査計
画
各種環境調査を実施
する事により、市民
の快適な生活環境を
守る。

環境基本計画の改訂
に伴い平成２８年度
環境保全審議会は３
回実施。

【生活環境課】

進捗
状況

環境保全審議会を開
催し、各種環境調査
を報告。調査を実施
することにより、市
民の快適な生活環境
を守り、環境意識の
向上を図ることがで
きた。

環境保全審議会の開
催

環境保全審議会の開
催
BDF事業取組団体の
増加
アダプトプログラム
取組案団体の増加

環境基本計画の改訂
に伴い平成２８年度
は環境保全審議会を
３回程度の開催する
予定
BDF事業取組団体の
増加
アダプトプログラム
取組案団体の増加

評価 Ａ Ａ Ｂ Ａ

24

環境保全の推進
環境保全審議会を開催し、豊かな自然を守り、様々
な環境問題を地域の問題としてとらえ、将来の望ま
しい環境像を考えるとともに、市民、事業者、環境
保全活動団体関係者の環境意識の向上を図るため、
杵築市環境基本計画に基づき、行政・市民・事業者
の協働のもと環境保全に取り組む。

役割分担の明確化

市民サービスの向上

計画

環境保全審議会の開
催

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施

- 35 -



- 36 -

進捗
状況

平成25年4月1日よ
り景観条例施行。
10月1日以降着手分
に係る届出審査開始
（実績36件）
景観審議会の開催
（1回）

届出審査実績
　　　　　　４５件
景観写真展（世界農
業遺産予算）
景観計画の見直しに
ついては、太陽光発
電設備が一定の落ち
着きを見せたため保
留した。

届出審査実績
（実績４９件）
景観審議会の開催
（１回）
景観講演会（まちづ
くり協議会と共催）
景観計画の見直しに
ついては、景観的問
題がないため実施し
ていない。

届出審査実績
（実績１０６件）
景観写真展（風景街
道協議会と共催）
景観講演会（まちづ
くり協議会と共催）
景観計画の見直しと
条例改正について
は、景観的問題が生
じていないため実施
していない。景観地
区は、伝統的建造物
保存地区の国指定化
後に検討する。

【政策推進課】

届出制度と審査の実
施
景観審議会の運営
景観写真展（世界農
業遺産予算）
景観計画の見直し

届出制度と審査の実
施
景観審議会の運営
景観講演会の開催
景観計画の見直し

届出制度と審査の実
施
景観審議会の運営
景観写真展・講演会
の開催
景観計画見直しによ
る景観条例の改正
地区計画の見直しと
連動した景観重点地
区の検討

評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

25

景観保全の推進

本市固有の空間、地物を有効に活用し、先人から継
承された良好な景観を、これまで以上に磨き上げて
いくことが必要であり、景観計画を策定すること
で、建築・開発行為に対する一定の規制・誘導をは
じめとした様々な取り組みを推進する。
平成２５年４月からの景観条例施行により、届出対
象となる行為の受理及び届出内容の審査を行い杵築
市景観計画にそった景観保全を図ります。また、景
観形成を推進する取組みとして、景観写真展や景観
講演会の開催を行います。地域の美化活動や賑わい
づくりに向けた活動などを行い良好な景観形成を積
極的に行う団体を景観形成団体に認定し支援しま
す。また、良い眺めを楽しめる場をつくるために視
点場の整備を進め景観を楽しむ機会をより多く創出
していく。

良好な景観保全

計画

景観条例の施行
届出制度と審査の実
施
景観審議会の設置
景観形成団体の認定
景観重点地区の検討
視点場の検討

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

実施
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②　市民活動に対する支援の充実

市民提案型まちづく
り事業を募集した結
果、雲ケ岳を守る会
などから申請があ
り、審査会で審査を
経て各団体へ支援を
行った。

市民提案型まちづく
り事業を募集した結
果、山香町史談会な
どから申請があり、
審査会で審査を経て
各団体へ支援を行っ
た。
【自由型】
5団体へ
1,628,000円を補
助した。
【テーマ型】
申請なし

市民提案型まちづく
り事業を募集した結
果、杵築ふるさとア
カデミー実行委員会
などから申請があ
り、審査会で審査を
経て各団体へ支援を
行った。
【自由型】
5団体へ
1,550,000円を補
助した。
【テーマ型】
申請なし

【政策推進課】

相互の情報提供、活
動 支 援 な ど ネ ッ ト
ワ ー ク の 充 実 を 図
る。

地域で活動している
団体からの提案を受
け て 市 が 支 援 を 行
う。
１１団体への活動支
援

地域で活動している
団体からの提案を受
け て 市 が 支 援 を 行
う。
12団体への活動支
援

評価 Ａ Ａ Ｂ Ｂ

26

市民活動に対する
支援機能の充実 ボランティアやNPOなど住民自らの手による地域づ

くりを支援するため、市有施設の空き施設等の活動
の場を提供するなど、支援機能の充実を図る。

協働のまちづくりの
推進

ネットワークの拡大

計画

相互の情報提供、活
動 支 援 な ど ネ ッ ト
ワ ー ク の 充 実 を 図
る。

進捗
状況

地域活力創出事業と
して11事業で合計
4,899,000円を補
助。ＪＲ中山香駅の
環境を考える会な
ど、地域づくりに取
り組んでいる団体へ
支援した。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施
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進捗
状況

杵築市市民提案型ま
ちづくり事業補助金
交付要綱を策定し
た。

市民提案型まちづく
り事業のテーマ型を
募集した結果、杵築
グルメ特産品開発協
議会などから申請が
あり、審査会で審査
を経て各団体へ支援
を行った。

【政策推進課】

方針に沿った取り組
みを実施

取組番号２６に統合 取組番号２６に統合

評価 Ａ Ａ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

公募型補助制度の
創設

地域活力創出事業交付金制度にて地域団体の活動支
援を実施しているが、NPOや住民自治協議などの活
動も含め、公共的・公益的な活動等に対する補助制
度の制度化に向けて方向を示す。

効果的な予算の執行

計画

既存の公募型補助制
度の内容を見直し、
テーマ型の公募制度
の運用を図る。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

実施方針決定
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（２）市民参画機会の拡充

①　市民参画機会の拡充

【秘書広報課】

評価 Ａ Ａ Ｂ Ａ

進捗
状況

実施件数　１件
（意見提出　5件）
市民の参画機会を拡
大するとともに、意
見を集約し、政策形
成過程への活用を図
ることができた。

実施件数　６件
（意見提出２件）
市民の参画機会を拡
大するとともに、意
見を集約し、政策形
成過程への活用を図
ることができた。

市報・市ホームペー
ジ・各庁舎・各地区
公民館などに募集の
一件書類を設置し、
広く市民に周知して
意見を募集した。
・杵築市住民投票条
例
・杵築市空家等対策
計画
・杵築市まち・ひ
と・しごと創生総合
戦略
ＳＮＳの開始時期が
遅れたことにより、
情報発信することが
できなかった。

①公共施設等総合管
理計画
②杵築市情報化基本
計画
③杵築市障がい者基
本計画
④地域公共交通網形
成計画
⑤杵築市環境基本計
画
　
⑥杵築市伝統的建造
物群保存地区保存条
例
⑦第3次行政改革大
綱について実施し
た。

Ｈ２８

27

パブリックコメント
の推進

政策策定段階で多くの市民の意見が聞けるように、
パブリックコメントの効果的な運用と活用を図る。

　パブリックコメント
　平成2４年度実施件数　５件（意見提出10件）

市民の参画機会の拡
大

計画

パブリックコメント
実施の周知・広報

パブリックコメント
実施の周知・広報

パブリックコメント
実施の周知・広報の
方法の改善（SNSを
活用して情報発信の
拡充）

パブリックコメント
実 施 の 周 知 ・ 広 報
（ＳＮＳからの情報
発信）
・年度当初に実施予
定 の 案 件 を 調 査 し
て、計画的に実施す
る。
・職員へスケジュー
ル の 遵 守 を 徹 底 す
る。

　市民が施策の企画立案や各種審議会等へ、より多くの声やニーズを出せるような環境づくりに努め、質の高い施策の実現に努めます。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施
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各課の取り組みの中
で、現状に沿わない
目標項目や時間的な
問題など、目標達成
には至らなかった項
目があった。
今後は目標項目の見
直しを行い、年度の
早い段階で目標達成
を目指し、対応す
る。

男女共同参画まちづ
くり講演会の開催。
男女共同参画街頭啓
発キャンペーンの実
施。
市内中学3年生を対
象にデートDV講座
を開催。
担当者会議で改選の
際に各種審議会での
女性委員の増加につ
いて、周知を努め
た。
平成27年度末にお
ける市の各種審議会
等における女性の割
合：25.2％

男女共同参画まちづ
くり講演会の開催。
男女共同参画街頭啓
発キャンペーンの実
施。
市内中学3年生を対
象にデートDV講座
を開催。
担当者会議で改選の
際に各種審議会での
女性委員の増加につ
いて、周知を努め
た。
平成28年度末にお
ける市の各種審議会
等における女性の割
合：25.3％

【人権・同和対策課】

啓発活動に向けた研
修や学習機会の充実
を図る。市民の参加
の機会を増やし、施
策の実施に努める。

啓発活動に向けた研
修や学習機会の充実
を図る。市民の参加
の機会を増やし、施
策の実施に努める。
市の各種審議会にお
ける女性の割合が４
０％になるように努
める。

啓発活動に向けた研
修や学習機会の充実
を図る。市民の参加
の機会を増やし、施
策の実施に努める。
市の各種審議会にお
ける女性の割合が４
０％になるように努
める。

評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

28

男女共同参画の推進 男女共同参画に対する啓発活動に重点を置き、具体
的な施策の実現に向けて関係各課において取り組み
を実施する。具体的な数値目標等については、各年
度実現に向けた取り組みを行う。

協働のまちづくりの
推進

計画

啓発活動に向けた研
修や学習機会の充実
を図る。市民の参加
の機会を増やし、施
策の実施に努める。

進捗
状況

各課で事業計画を定
めて取り組んでいる
が、時間的な問題な
どで目標には至らな
かった項目があっ
た。今後は年度の早
い段階で対応する。

進捗
状況

市民提案型まちづく
り事業のテーマとし
て活用するため、市
報でアイデア募集を
実施した。

市民提案型まちづく
り事業のテーマとし
て活用するため、市
報、HPでアイデア
募集を実施した。5
件応募があった。

【政策推進課】

方針に沿った取り組
みを実施

取組番号２６に統合 取組番号２６に統合

評価 Ａ Ａ

Ｈ２８

市民提案制度の創設

公益性が高く地域のみでは解決できないものについ
て、市との協働により効率的かつ効果的に目的が達
成できる事業について提案を受け、必要と認められ
るものについては予算化・事業化していく市民提案
制度について、制度の内容を検討し導入を図る。
ただし、公募型補助制度・地域活力創出事業など各
種補助制度の一体性を検討する。

NPO・住民自治
協議会との連携

計画

実施

NPO・住民自治協
議会とのネットワー
クづくりと地域課題
の 解 決 に 向 け て 調
査・検討し、方針を
決定する。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

実施

実施調査･検討･方針決定
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（３）民間活力の有効活用

①　民間委託等の推進

ＰＦＩ手法を活用す
る施設なし。
ＰＦＩ/ＰＰＰ研修
会への職員参加。

道の駅整備において
官民連携（PFI）手
法を導入できないか
調査開始。

国交省「先導的官民
連携支援事業」によ
り、道の駅整備にお
いて官民連携
（PFI）手法を導入
できないか調査を実
施。

【政策推進課】

方針に沿った取り組
みを実施

公共施設等の建設に
あたってＰＦＩ等の
活用を検討。(ＰＦ
Ｉ事業なし)
ＰＦＩ導入基本方針
見直し準備。

ＰＦＩ導入基本方針
の見直し。
公共施設等の建設に
あたってＰＦＩ等の
活用を検討。

評価 Ｂ 評価なし Ａ Ａ

30

ＰＦＩ手法及びリー
ス方式の活用

公共施設の設計、建設、維持管理、運営に民間資
金・経営技術能力を活用し、質の高い公共サービス
を提供するため、新規建設予定施設については、PFI
導入基本方針に沿ったPFI手法やリース方式の活用を
検討する。

質の高いサービス
の提供

計画

該 当 す る 施 設 の 調
査・検討と、計画的
な実施に向けた方針
を決定する。

進捗
状況

給食センター建替え
にＰＦＩ導入の議論
もあったが、手法や
煩雑であることや期
間がながくなること
などから導入には至
らなかった。

進捗
状況

山香児童館を管理委
託することで、市民
サービスの向上と業
務の効率化を図るこ
とができた。

新規に市営住宅の管
理・運営と山香地区
のスポーツ施設の管
理について、外部委
託の必要性を検討
し、外部委託等の方
針を決定した。

市営住宅の管理・運
営を大分県住宅供給
公社に委託した。

健康推進館（プール
管理）の外部委託を
検討したが、委託ま
では至らなかった。

【政策推進課】

該 当 す る 施 設 の 調
査・検討と、計画的
な実施に向けた方針
を決定する。

方針に沿った取り組
みを実施

方針に沿った取り組
みを実施

方針に沿った取り組
みを実施

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

29

アウトソーシング
(外部委託等)の推進

行政責任に配慮しつつ、市民サービスの向上、効果
的な事業執行を図るため、民間等に委ねることによ
り効果が得られるものについては、積極的に業務委
託等を推進する。

市民サービスの向上

業務の効率化

計画

　市民サービスの向上と経費削減を目的として、費用対効果などを総合的に考慮したうえで、民間活力の導入を図っていきます。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

実施調査･検討･方針決定

実施調査･検討･方針決定
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②　施設の管理運営の見直し

進捗
状況

市長部局、教育委員
会部局の新規・更新
施設の指定管理者を
選定し、Ｈ26年度
より導入する。

30施設について指
定管理者による管理
運営を実施した。
山香温泉風の郷・風
の郷パークゴルフ
場、上村の郷、すず
めの楽校の指定管理
期間の更新に伴う、
公募による指定管理
者の選定を行なっ
た。
市営住宅について、
指定管理者による管
理を行なう方針を決
定した。

30施設を指定管理
者による管理運営を
実施。
大田高齢者デイサー
ビスセンターやエコ
ランド、市営住宅の
管理などの大型案件
について更新した。
13施設の更新施設
に対し、指定管理者
の選定を行った。う
ち1施設（大田・い
ちみらんかえ）は継
続断念。

30施設を指定管理
者による管理運営を
実施。
ふるさと産業館や文
化施設の管理などに
ついて更新した。
いちみらんかえ（大
田）はサウンディン
グ調査を実施した。
11施設の更新施設
に対し、指定管理者
の選定を行った。
「いちみらんかえ」
(大田)は県道工事の
関係もあり継続して
検討する。【政策推進課】

方針に沿った取り組
みの実施と、既指定
管理施設の適正な更
新

指定管理者制度によ
る管理運営の検討と
更新。
市営住宅等の管理代
行及び指定管理の実
施。

指定管理者制度によ
る管理運営の検討と
更新

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

31

公の施設の指定管理
者制度による管理運

営の推進
公の施設について、施設の目的や利用状況、また管
理運営費や市民サービス等の面から指定管理者制度
を導入することにより改善が図られるものについて
は、指定管理者制度の導入を図る。

施設管理費の削減

計画

該 当 す る 施 設 の 調
査・検討と評価制度
導入に向けた調査・
検討を行い、方針を
決定する。
　
平成2６年2月1日現
在
指定管理施設 20施
設

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

調査･検討･方針決定 実施
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３．持続可能な財政基盤と弾力性のある財政構造の確立

（１）財政健全化

①　財政の合理化・効率化

事業の効率的執行と
財務状況の透明性が
確保できた。また、
普通建設事業費を若
干抑制できた。

Ａ Ｂ Ａ

進捗
状況

32
健全な財政運営

大規模事業等による地方債の増高が予想されるなか
地方債の発行にあたっては、後年度負担を十分検討
し効果的に行う。また、基金については社会資本の
整備や建設事業計画などを勘案し、計画的な基金積
立を行い、効率的な財政運営のもと健全化を推進す
る。
さらに、実質債務負担倍率などの財政指標等も分
析・活用しながら、適正な財政運営に取り組む。

事業の効率的執行

透明性の確保

普通建設事業費の
抑制

計画
効 率 的 な 地 方 債 発
行、計画的な基金積
立 、 財 政 指 標 の 活
用･分析

評価 Ａ

【財政課】

効 率 的 な 地 方 債 発
行、計画的な基金積
立 、 財 政 指 標 の 活
用･分析

効 率 的 な 地 方 債 発
行、計画的な基金積
立 、 財 政 指 標 の 活
用･分析

効 率 的 な 地 方 債 発
行、計画的な基金積
立 、 財 政 指 標 の 活
用･分析

　財源の確保と有効活用のため、事業の必要性と効果を検証し、経費の節減合理化と予算の厳正な執行に努め、財政の健全化を図ります。また、財政指標等
を分析・活用しながら、自主性・自立性の高い効率的な財政運営のもと健全な財政基盤の確立を推進します。

地方債残高を若干、
減少することがで
き、基金は数値目標
に比較しても超過し
た。

地方債残高は目標を
クリアしたが、前年
度から増額してお
り、基金も目標ほど
増加しなかったた
め、実績としては低
評価となった。

数値目標に対しては
全てクリアできた
が、地方債残高の減
は事業実施のタイミ
ングの変更(後年度
実施)のため楽観視
できない。

Ｈ２８
No.

取 組 項 目
内　　　容 目標・効果

年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

項目数 14 6 2 0 0

この項目では、（１）財政健全化（２）自主財源の確保（３）定住促進の強化（４）受益者負担の適正化（５）外郭団体等の運営
の５項目を大項目に掲げ、22項目について具体的な取組を行いました。22項目の進捗評価は、以下のとおりです。

評価基準 Ａ．予定どおり実施(プラン
　どおり又はそれ以上実施)

Ｂ．一部実施(プランより
遅れて実施、目標未達成)

Ｃ．未実施(未着手、全く
進まなかった)

　Ｄ．中止(計画が中止となった) 評価なし

実施
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◆普通会計の実質債務残高等の推計目標と実績 （単位：百万円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｄ）

（Ｅ）

（Ｆ）

（Ｇ）

10,841

165%

17,881

311

7,653

23,171 24,392

1,142

25,417 23,688

1,338

24,507

平成３０年度

目標数

545

176%

10,698

18,794

176

7,589

16,955

財政規律の確保がで
きず事業費が増大
し、普通建設事業費
が対前年度比1.6億
円増となったが、実
質収支で5.4億円を
確保できた。

補助事業が減少し、
単独事業が増加して
いる傾向にあるた
め、地方債や基金、
一般財源を投入しな
ければならい状況と
なった。普建充当一
般財源が6.5億円の
減少となったが、地
方債と基金で対応し
たため、基金の積増
しが予定どおりでき
ず、地方債残高も増
加した。

普建事業費自体の削
減は図られたが、大
型事業の狭間であ
り、単独事業が増加
している。また起債
の充当率を上げたた
め、必要一般財源が
僅少となったが、こ
れに反して地方債の
増加が懸念される。
普建費は21.3億円
と前年度より11.5
億円の減となった
が、普建充当一般財
源は3.7億円から
2.8億円とそれほど
減少しなかった。

【財政課】

計画的･効果的な事
業執行
補助金･地方債の有
効活用

計画的･効果的な事
業執行
補助金･地方債の有
効活用

H27決算 統計 ベー
スで普建充当一般財
源が3.7億円であっ
たため 、H28 もこ
れ以下に抑制

評価 Ａ Ｂ Ｂ Ａ

33

普通建設事業費に対
する一般財源の抑制
(効率的な事業執行) 普通建設事業においては、整備効果や投資効果を高

め、優先順位の明確化、実施時期等の調整を図ると
ともに、補助金・地方債を有効活用し、効率的かつ
効果的な事業執行により一般財源の抑制を図る。

事業の効率的執行

透明性の確保

普通建設事業費の抑
制

計画
計画的･効果的な事
業執行
補助金･地方債の有
効活用

進捗
状況

実施計画、中期財政
計画をもとに事業選
択や予算編成を実
施。補助金や地方債
を有効活用し、一般
財源抑制に取り組ん
だ。その結果実質収
支で8億円を確保で
きた。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

10,893 10,819 10,893 10,698

157% 152% 160% 158%

500 801 500

17,067 16,423 17,380

336 689 285 1,142

6,604 6,648 6,815 6,627

実績目標数実績

23,835 23,183 24,410 22,985

目標数

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

平成２９年度

実績目標数実績

会計年度

160%

10,841

17,352

814

1,338

6,860

19,769

0

6,182

1,559

155%

10,677

16,549

687

7,494

1,559

実 質 債 務 残 高 倍 率
（ E ／ F × 100 ）

25,439

202%

10,677

21,618

0

5,380

1,559

185%

10,677

地 方 債 残 高

債 務 負 担 行 為 額

主 要 基 金 残 高

実 質 収 支 額

実 質 債 務 残 高
（ A ＋ B － C － D ）

標 準 財 政 規 模

実施
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複数の候補地を比較
検討した結果、１箇
所建設への方向性と
候補地を２箇所にま
で絞り込みを実施し
たが、最終決定は、
２箇所の比較資料を
再精査し、決定予
定。
準備委員会について
は、設計業務の発注
に合わせて、立ち上
げ、機器の選定・配
置、動線等を協議し
ていく計画である。

建設候補地や箇所数
については協議を重
ねており、候補地に
関する課題について
関係機関と協議中で
ある。
　建設に係る市議会
議員等からの要望事
項があったため、要
望議員等への説明と
了解後に最終決定予
定。
準備委員会について
は、設計業務の発注
に合わせて、立ち上
げ、機器の選定・配
置、動線等を協議し
ていく計画である。

建設候補地や箇所数
については協議を重
ね、最終段階であ
る。
　建設に係る市議会
議員等からの要望事
項のため、議員等へ
の説明と了解後に最
終決定予定。
　設計にあたって
は、栄養士や調理員
を交えて、機器の選
定・配置、動線等を
協議する。

【教育総務課】

進捗
状況

整備検討委員会の立
ち上げが25年末に
なり、5回の委員会
を開催し、提言書を
まとめ、提出を年度
内にできたが、実施
計画策定までには至
らなかった。

給食センター建設予
定地の決定、準備委
員会の設置による施
設規模等の検討

給食センター建設予
定地の決定
給食センター施設の
基本設計、実施設計

給食センター施設建
設着工（30年度供
用開始予定）
給食センター建設予
定地の決定

評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

34

学校給食センターの
統合

大田調理場の廃止に伴う山香調理場への移行につい
ては、平成23年度に実施できた。
しかし、杵築・山香両調理場ともに老朽化が進んで
いるが前期プランで予定していた施設規模や運営方
法を検討するための「検討委員会」の立ち上げに
至っていない。
後期プラン計画では、早期に検討委員会を立ち上
げ、食の安全性や効率性の観点から総合的に検討し
実行に移す。

業務の合理化･効率
化

計画

給食センター整備検
討委員会を設置し、
施設規模・調理シス
テム・運営方法・場
所等を検討
実施計画策定

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

調査･検討･方針決定 実施
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進捗
状況

山香地域では、「山
香こども園」が開園
された。
大田こども園の平成
26年度開園に向
け、子育て・健康推
進課と協議を進め
た。

大田地域では、市立
田原幼稚園を市立大
田幼稚園とし、市立
大田保育園と一体化
した認定こども園
「大田こども園」を
開園した。

市内の民間保育園が
こども園化する中、
市立幼稚園への入園
者の現状の把握を
行ったところ、平成
28年度は105名と
なっており、平成
29年度には80名程
度まで減少し、杵築
幼稚園以外の幼稚園
では10名以下とな
ることが推測できる
結果となった。

市内の民間保育園の
こども園化により、
市立幼稚園への入園
者が減少している
が、休園等について
の具体的な基準がな
いため総合教育会議
において、市立幼稚
園の今後のあり方に
ついてを議題として
提案し、協議する
が、適正規模・適正
配置についての具体
的な基準の策定まで
には至らない結果と
なっている。

【教育総務課】

方針に沿った取り組
みを実施
大田地域はH２６よ
り「こども園」に移
行

方針に沿った取り組
みを実施
市立幼稚園への入園
の傾向とニーズにつ
いて検討する。

子ども子育て新制度
の施行に伴い、市内
にこども園が増加す
る状況を見極めなが
ら、市立幼稚園の今
後の適正配置につい
て 具 体 的 に 検 討 す
る。

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

35

市立幼稚園の見直し 幼稚園教育にとって、望ましい集団活動を実践できる適
正規模及び市立幼稚園の適正配置について検討する。

　杵築市立幼稚園数(平成26年4月1日現在)
　　　　　杵築市　　９園（うち休園1園）
　　　　　杵築地域　８園（うち休園1園）
　　　　　山香地域　廃園
　　　　　大田地域　１園

幼児教育の充実

運営管理の効率化

計画

適正規模・適正配置
検討委員会を設置
市立幼稚園の適正規
模適正配置に関する
ことについて諮問
山香地域はH２５よ
り「こども園」に移
行

取 組 項 目
内　　　容 目標・効果

年度別計画

【所管(主管)課】

調査･検討･方針決定 実施
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デジアナ変換終了対
策として、前年度か
ら準備及び周知等を
行い、多少の混乱は
あったものの終了で
きた。運営は現体制
を継続した。

・技術職員1名を採
用。育成にはかなり
時間を要するが、順
調に育成が行われて
いる。
・運営見直し及び設
備更新（経費比較）
の一環で、インター
ネット業務を全面的
に大分ケーブルテレ
コム（OCT）に業
務移管を行った。
・その他運営見直し
（組織体制）に係る
協議を継続実施し
た。

・業務委託先である
杵築市総合振興セン
ターの今後の方針に
ついて庁議を行い、
経営者の招聘を決定
した。
・経営者として
OCTよりアドバイ
ザーとして業務に関
わっていた職員に就
任してもらうよう了
承をもらった。
・委託内容を見直す
ことにより、市職員
数については平成
29年度から1名減と
することを決定し
た。

【秘書広報課】

デジアナ変換終了へ
向けた市民への周知
及び新プランの推進
防災事業の円滑な推
進
業務内容と運営体制
の 見 直 し （ 方 針 決
定）

新たな管理・運営体
制への整備
設備更新にむけた取
り組み（センター設
備を含む伝送路設備
の更新の方向性の決
定）

・伝送路設備更新計
画を策定する。
・ケーブルテレビ事
業の管理・運営体制
について、引き続き
検討を行う。

評価 Ａ Ｂ Ｂ Ａ

36

ケーブルテレビ事業
の管理・運営方法の

見直し

ケーブルテレビ事業について、市民サービスの向上
と将来に向けた健全財政構築のため、業務内容や運
営体制の見直しを図る。
また、デジアナ変換期間終了（H27.3末）に向け、
契約者への周知を徹底し、円滑なデジタル放送への
移行を行う。

業務の合理化･効率
化

市民サービスの向上

計画

ケーブルテレビ事業
全般を管理できる統
括責任者の登用。
デジアナ変換期間終
了へ向けた契約者へ
の周知。

進捗
状況

ケーブルテレビ事業
全般を管理できる統
括アドバイザーの登
用とデジアナ変換期
間終了（Ｈ27.3ま
で）へ向けた契約者
への周知及び新プラ
ン創設ができた。

取 組 項 目
内　　　容 目標・効果

年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施
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②　歳出全般の抑制

進捗
状況

平成24年度実績を
もとに外部評価を実
施。その結果、内容
見直し件数が増加。
Ｈ26年度予算への
検討材料となった。

Ｈ２５年度実績をも
とに外部評価した結
果、廃止1件、内容
見直し18件、縮小6
件、継続70件とな
り、Ｈ２７年度予算
への検討材料となっ
た。

各課において、補助
事業の効果等を検
証、ヒアリング、総
務課長の評価。行政
改革委員会における
外部評価。結果を市
長に報告し、平成２
８年度予算に反映さ
せた。

各課において、補助
事業の効果等を検
証、ヒアリング、総
務課長の評価。行政
改革委員会における
外部評価。結果を市
長に報告し、平成２
９年度予算に反映さ
せた。【総務課】

方針に沿った取り組
みを実施

外部評価を行い、方
針に沿った取り組み
を実施する。

評価資料の様式等の
改善を検討する。

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

37

補助金等の見直し
補助金や交付金等については、有効性や公平性、事
業効果を検証するとともに、外部評価を実施しなが
ら、継続的な見直しを行う。

効果的な財源配分

計画
外部評価の方法、実
施する間隔、基準等
の見直しを行い、今
後 の 方 針 を 決 定 す
る。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

検討･方針決定 実施
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③　公営企業及び特別会計の健全運営

進捗
状況

水道事業は計画どお
り実施。病院事業は
人件費を含めた歳出
削減を行った。外来
患者数の減に伴う歳
入減に対し、分析を
行い、増患対策をと
る必要がある。

水道事業の浄水場実
施設計に入れず、配
水池の設置から先に
検討。水道料金の検
討未実施。病院事業
は外来患者数は引き
続き減少したが、入
院患者数は増加。経
常収支は前年より改
善。新規サービスに
取り組んだ。

水道事業については
未収金対策として、
停水を実施しなが
ら、水道料金の収納
に努めた。水道事業
の広域化、民間活力
の利用に関する会議
への参加をした。
配水池設計について
は、計画どおり完
了。浄水場基本設計
の内容は見直しを
行った。
病院事業は専門外来
の開設に取組んでき
た。H27年度は土
曜日に神経内科の専
門外来を開設。23
日診療して延135
人、小児科の日曜診
療は38日診療し延
654人の患者数と
なった。健診の送迎
を開始し、前年度比
152人の受診者増と
なった。

水道事業については
未収金対策として、
平成29年2月から給
水停止対象期間を
3ヶ月分から2ヶ月
分に短縮し、水道料
金の早期回収に努め
た。水道料金算定研
修会、水道事業の広
域化、民間活力の利
用に関する会議に参
加した。
配水池築造工事は発
注済、浄水場の実施
設計は委託済であ
る。
病院事業は、検診受
信者62人の増加、
特定保健指導は149
件実施できた。平成
28年7月より医事課
業務を外部委託し、
2,253千円の人件費
の削減ができた。老
人保健施設について
は、在宅強化型老健
施設を取得し増収増
益となった。

【上下水道課】
【山香病院】

各公営企業の改革プ
ランや経営プラン等
に基づく取り組みを
推進

各公営企業の改革プ
ランや経営プラン等
に基づく取り組みを
推進。水道事業につ
いては、浄水場の工
事を開始する。
病 院 事 業 に つ い て
は、広報活動や出前
講座等の増患対策を
行う。

各公営企業の改革プ
ランや経営プラン等
に基づく取り組みを
推進。水道事業につ
い て は 配 水 地 の 設
計、料金改定を検討
予定。
病 院 事 業 に つ い て
は、小児科の日曜診
療、土曜日の神経内
科 の 専 門 外 来 の 開
設、健診センターで
の送迎開始により健
診者の増を図る、等
に よ り 増 患 に 繋 げ
る。

各公営企業の改革プ
ランや経営プラン等
に基づく取り組みを
推進。
水道事業については
浄水場実施設計、水
道 料 金 の 改 定 を 検
討。
病 院 事 業 に つ い て
は、介護老人保健施
設において強化型老
健の取得等附帯事業
の収益を改善する。

評価 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

38

公営企業の
経営健全化

公営企業として、独立採算の原則に基づく自立した
経営の確立を目指し、民間委託の推進や効率化等に
よる経費の節減、サービス向上による増収など、経
営基盤の強化を図る。
　・水道事業
　・山香病院事業

事業の健全運営

計画

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

実施
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国保会計において、
早期滞納処分等によ
り収納率が上がっ
た。特定健診の受診
率は受診勧奨により
上昇したが目標値に
達しなかった。保健
指導実施率は伸び悩
んだ。後期高齢者医
療特別会計において
は、収納率が目標値
には達しなかった。
介護給付費適正化、
介護予防事業の効果
から、介護保険料の
値上げを避けられ
た。地域包括支援セ
ンター事業について
は統括型の設置につ
いて検討していく。
簡易水道事業につい
ては相原簡易水道工
事を予定通り実施し
た。農業集落排水・
公共下水道・特定環
境保全公共下水道事
業については個別訪
問等で加入促進を
図ったが目標達成に
は到らなかった。

国保会計において、
早期滞納処分等によ
り収納率が上がっ
た。しかし受診率が
低い新規対象者や小
学校区への積極的ア
プローチが実施でき
なかったことより、
健診受診率の目標値
に達しなかった。後
期高齢者医療特別会
計においては、積極
的に滞納処分を行っ
たが収納率が目標値
には達しなかった。
介護会計、包括支援
センター会計におい
て、予防給付（通
所・訪問）から総合
事業へ移行したこと
により、▲23,921
千円の財政効果が見
られ、認定率も
17％（▲2.2％）と
なった。簡易水道事
業については固定資
産台帳の整備をし
た。農業集落排水・
公共下水道・特定環
境保全公共下水道事
業については決算の
都合で、４月以降収
納分を次年度に回し
たため、現年未収金
が増えた。

国保会計において、
早期滞納処分、納税
相談により収納率が
上がった。低受診率
の新規対象者や40
歳代への積極的アプ
ローチが実施できな
かったことにより、
検診受診率の目標値
に達しなかった。後
期高齢者医療特別会
計は、積極的に訪問
徴収、滞納処分を
行ったが収納率が目
標値に達しなかっ
た。介護会計は、協
働のまちづくり指針
に基づき、山浦、向
野地区の支援を行っ
た。包括支援セン
ター会計は、職員の
資質向上によりケア
プランを終了する利
用者が増加した。簡
易水道事業は、配水
管布設工事(加貫地
区)、山香地域配水
管敷設替工事を行っ
た。農業集落排水、
公共下水道、特定環
境保全公共下水道事
業は、戸別訪問徴収
と未接続世帯訪問及
び加入促進を行っ
た。

【市民課】
【健康長寿あんしん課】

【上下水道課】

事業内容や運営体制
の見直し、効率化の
推進
業務の民間委託の検
討
収納率の向上対策

事業内容や運営体制
の見直し、効率化の
推進、業務の民間委
託の検討、収納率の
向上、給付費の抑制
等対策
※特定環境保全公共
下水道事業～事業完
了予定に伴い工務係
1名減。

事業内容や運営体制
の見直し、口座振替
の推奨等効率化の推
進
業務の民間委託の検
討
収納率の向上対策

評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

39

特別会計の見直し 継続的に安定した事業運営・サービスの提供ができ
るよう、事業内容や運営体制を見直しながら、健全
な財政運営に取り組む。

・国民健康保険　・後期高齢者医療
・介護保険　・地域包括支援センター事業
・簡易水道事業 ・農業集落排水事業 ・公共下水道事業
・特定環境保全公共下水道事業

事業の健全運営

計画

事業内容や運営体制
の見直し、効率化の
推進
業務の民間委託の検
討
収納率の向上対策

進捗
状況

国保会計において、
収納率は、早期滞納
処分等により一定の
成果が図られたが、
目標数値には及ばな
かった。また特定健
診の受診率が目標値
に達しなかったこと
や保健指導実施率は
ダウンとなった。そ
の他の特別会計につ
いては予定どおり実
施した。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施
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（２）自主財源の確保

①　市税等の収入の確保

収納率
現年度98.4％
過年度21.0％

差押件数443件

進捗
状況

滞納処分の強化、電
話催告、広報啓発活
動を行った結果、滞
納繰越額が減額と
なったが、高額滞納
者の案件完結には至
らなかった。

滞納処分保留中の案
件の影響が大きく、
目標未達成となっ
た。結論が出る27
年9月より滞納処分
を進める予定。また
県職員派遣により、
高額滞納案件の完結
を図る。

県職員の派遣（7～
12月）
滞納処分の強化
新たな滞納発生の抑
制
PR活動

滞納処分の強化
新たな滞納発生の抑
制
PR活動

【税務課】

・現年課税分の徴収
強化・滞納処分執行
停止該当案件の適切
な適用による不良債
権処理・滞納処分の
強化・課税客体の適
切な把握・納税環境
の整備・法第４８条
による大分県直接徴
収
【数値目標】
　現年度分 97.0%
　過年度分 12.0%

・現年課税分の徴収
強化・滞納処分執行
停止該当案件の適切
な適用による不良債
権処理・滞納処分の
強化・課税客体の適
切な把握・納税環境
の整備・法第４８条
による大分県直接徴
収
【数値目標】
　現年度分 97.3%
　過年度分 13.0%

・現年課税分の徴収
強化・滞納処分執行
停止該当案件の適切
な適用による不良債
権処理・滞納処分の
強化・課税客体の適
切な把握・納税環境
の整備・法第４８条
による大分県直接徴
収。コンビニ収納・
口座振替の推進によ
り収納率を上げる。
【数値目標】
　現年度分 97.6%
　過年度分 14.0%
　差押件数 300件

・現年課税分の徴収
強化・滞納処分執行
停止該当案件の適切
な適用による不良債
権処理・滞納処分の
強化・課税客体の適
切な把握・納税環境
の整備・法第４８条
による大分県直接徴
収。コンビニ収納・
口座振替・ペイジー
の推進により収納率
を上げる。
【数値目標】
　現年度分 98.5%
　過年度分 18.0%
　差押件数 400件

評価

Ｂ Ｂ

収納率
現年度96.7％
過年度12.9％

収納率
現年度96.7％
過年度15.0％

差押件数240件

A

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

40

市税の収納率向上

　市政運営における貴重な財源確保と税負担の公平
性の観点から、より積極的かつ徹底した収納業務を
進め、また市民の信頼に応える納税秩序を維持する
ためにも、収納対策における当市の一貫した姿勢の
もと、市税収入の確保並びに収納率の向上に向けた
取り組みを進めるものとする。
　また、全体の調定額に占める滞納繰越分の割合が
高いことが、収納率の改善されない大きな要因と
なっている。滞納繰越分の圧縮を図るためには、現
年度課税分の徴収強化と並行して、滞納繰越分に対
する滞納処分の更なる強化に努めなくてはならな
い。

公平性と自主財源の
確保

計画

　歳入の安定的な確保を図るため、自主財源の大半を占める市税について、より一層の公平性・適正化を進めるとともに、収納率の改善に取り組みます。

　また、未利用市有財産の有効活用（売却）や基金運用などにより自主財源の確保を図ります。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

Ｂ

収納率
現年度9８.５％
過年度1３.0％
差押件数428件

実施
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Ｂ

市県民税　15.0％
固定資産税35.9％
軽自動車税17.8％

計画どおり実施し
た。

広告媒体の受付、審
査、利活用を行っ
た。
広告入り封筒等を利
用し経費の削減を
図った。

広告媒体の受付、審
査、利活用を行っ
た。
広告入り封筒等を利
用し経費の削減を
図った。

【財政課】

進捗
状況

計画どおり実施し
た。

広告媒体の受付、審
査、利活用を行う。
広告入り封筒等を利
用し経費の削減を図
る。

広告媒体の受付、審
査、利活用を行う。
広告入り封筒等を利
用し経費の削減を図
る。

広告媒体の受付、審
査、利活用を行う。
広告入り封筒等を利
用し経費の削減を図
る。の状況も研究し
ながら広告収入の贈
を目指す。

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

市報等で口座振替推
進をＰＲし、新規登
録も増えたが、転入
転出、死亡等で加入
率が下がった。ペイ
ジーの導入手続きを
行い、加入率向上を
図る。

28年度よりペイ
ジー制度を導入し、
併せて口座振替キャ
ンペーンを実施し
て、口座振替加入率
の向上を目指す。

市報で口座振替の推
進PRを行った。併
せて、ペイジーでの
口座登録も推進し
た。窓口収納の際に
利便性を説き促進を
図った。※キャン
ペーン結果
加入件数 1,133件
(うちペイジーによ
るもの452件)

【税務課】

42

広告収入等の活用 市の資産を広告媒体として活用し、民間企業等の広
告を掲載するすることにより、自主財源の確保に努
める。

市有財産の有効利用

自主財源の確保

計画

広告媒体の受付、審
査、利活用を行う。
広告入り封筒等を利
用し経費の削減を図
る。

納付の利便性、収納
率向上、事務の簡素
化を図るため、窓口
や広報等を通じ、口
座振替制度を積極的
に推進する市税の口
座振替利用率
市県民税　　21.0％
固定資産税　36.0％
軽自動車税　21.0％

納付の利便性、収納
率向上、事務の簡素
化を図るため、窓口
や広報等を通じ、口
座振替制度を積極的
に推進する市税の口
座振替利用率
市県民税　　21.5％
固定資産税　36.4％
軽自動車税　21.3％

納付の利便性、収納
率向上、事務の簡素
化を図るため、窓口
や広報等を通じ、口
座振替制度を積極的
に推進する市税の口
座振替利用率
市県民税　　18.0％
固定資産税　37.0％
軽自動車税　20.0％

評価

Ｂ Ｂ

市県民税　18.5％
固定資産税37.0％
軽自動車税19.0％

市県民税　18.2％
固定資産税36.6％
軽自動車税18.5％

41

口座振替制度の推進

市報等で口座振替の推進ＰＲ。各税初回納付書発送
時に口座振替の促進を図る。窓口収納の際、口座の
利便性を説き促進を図る。市職員にも口座振替の促
進を図る。

業務の効率化

収納率向上

納付の利便性

計画

納付の利便性、収納
率向上、事務の簡素
化を図るため、窓口
や広報等を通じ、口
座振替制度を積極的
に推進する市税の口
座振替利用率
市県民税　　20.0%
固定資産税　35.0％
軽自動車税　20.0％

進捗
状況

市報等で口座振替推
進をＰＲしたが、転
入転出、死亡等で一
部加入率が下がっ
た。引き続きＰＲに
努めていく。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

Ｂ

市県民税　16.5％
固定資産税37.5％
軽自動車税18.3％

実施

実施
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Ａ

進捗
状況

寄附者へのお礼の品
として特産品の贈呈
を開始。パンフレッ
トや市公式ウェブサ
イトを活用して周知
を図った。

F-REGIによるイン
ターネット寄附の開
始、ふるさと納税
ポータルサイトへ情
報の掲載、特産品の
見直しを行った。寄
附者数と寄附金の増
加に伴い、特産品の
返礼も増えたこと
で、市のPR、振興
につながった。

特産品の見直し。
ポータルサイト「ふ
るさとチョイス」で
の受付を6月より開
始し、Yahoo!公金
によるクレジット決
済を12月より開始
した。
寄附者数と寄附金の
増加に伴い、特産品
の返礼も増えたこと
で、市のPR、振興
につながった。

特産品の見直し。
（91種類⇒167種
類）
「楽天」での受付を
10月より開始し、
寄附窓口を広くし
た。

【政策推進課】

制度の周知を図ると
ともに、活用した施
策 に つ い て 公 表 す
る。また、インター
ネットクレジット収
納 シ ス テ ム を 導 入
し、寄附者の利便性
向上を図る。

制度の周知を図ると
ともに、活用した施
策 に つ い て 公 表 す
る。また、インター
ネットクレジット収
納 シ ス テ ム を 活 用
し、寄附者の利便性
向上を図る。

ふるさと納税のお礼
の特産品等を公募型
で選定し、特産品や
サービス等を充実さ
せ 寄 附 の 増 加 を 図
る。また、目的型の
寄附実施について検
討する。受付システ
ムの導入を行う。

評価

Ａ Ａ

（Ｈ25実績）
88件

3,219,038円

（Ｈ26実績）
169件

6,392,750円

（Ｈ27実績）
2,106件

104,405,000円

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

43
ふるさと納税の推進 自然環境の保全、文化の継承、地域コミュニティの

維持・活性化などを目的とする貴重な財源として制
度の周知に取り組む。

自主財源の確保

市民サービスの向上

計画

制度の周知を図ると
ともに、活用した施
策 に つ い て 公 表 す
る。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】

Ａ

（Ｈ28実績）
８,２９０件

210,744,000円

実施
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②　市有財産の活用

【財政課】

44

市有財産の活用と売
却

市有財産を効果的に運用するため、売却可能資産の
抽出を行い、市有財産活用推進委員会に提案し、施
設及び土地に関しては、インターネットによる公売
等により有益処分を行う。また、他の用途への転用
など有効活用を行う。

Ｂ Ａ

進捗
状況

各課ごとに公有財産
管理システムの更
新・整備をしてもら
い、市有財産の把握
ができた。

公有財産管理システ
ムの台帳から市有施
設の分析を行い、更
新費用の大まかな算
出ができたが、原案
についてはインフラ
等の資産調査が伴う
ため作成までにいた
らなかった。

各課のヒアリングを
基に、庁内検討委員
会を開催し「公共施
設等総合管理計画」
の原案を作成した。
公有財産管理システ
ムの台帳を正確なも
のにするために、関
係各課にヒアリング
を実施し調整作業を
行ったことに不測の
日数を要したため策
定までには至らな
かった。

策定委員会の開催及
びパブリックコメン
トを実施し、「公共
施設等総合管理計
画」（基本方針）を
策定した。

市有財産の効率的管
理

自主財源の確保

計画

売却可能資産の抽出
を行い、売却計画を
策定する。

公有財産管理システ
ムの台帳をもとに、
土地及び市有施設等
の調査を行い、「公
共施設等総合管理計
画」の原案を作成す
る。

「公共施設等総合管
理計画」を策定する

「公共施設等総合管
理計画」に基づき、
市有財産の更新・統
廃合・長寿命化を実
施していく。

評価 Ａ Ｂ

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

調査・検討･方針決定 実施
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Ａ

計画どおり実施し
た。

・財政調整基金、減
債基金、合併振興基
金、地域福祉基金で
債券運用
・債券運用可能な基
金をまとめて、基金
の一括運用を検討す
る。
・短期債から長期債
への購入対象の見直
し

・財政調整基金、減
債基金、合併振興基
金、地域福祉基金で
債券運用
・地域活力創出基金
での債券運用を検討

【会計課】
【財政課】

財政調整基金、減債
基 金 、 合 併 振 興 基
金、地域福祉基金で
債券運用

・財政調整基金、減
債基金、合併振興基
金、地域福祉基金で
債券運用
・債券運用可能な基
金をまとめて、基金
の一括運用を検討

・財政調整基金、減
債基金、合併振興基
金、地域福祉基金で
債券運用
・地域活力創出基金
での債券運用を検討

評価

Ａ Ａ

運用効果額
13,568,650円

運用効果額
27,561,958円

運用効果額
　19,450,712円

46

公金預金の運用管理
自主財源確保のため、公金預金の安全で効率的・効
果的な運用を図る。定期預金主体の運用から、一部
の基金において債券（国債、地方債、政府保証債）
での運用を行う。

自主財源の確保

計画

進捗
状況

財政調整基金、減債
基 金 、 合 併 振 興 基
金、地域福祉基金で
債券運用

進捗
状況

計画どおり実施し
た。

固定資産台帳として
把握すべき情報の把
握

固定資産台帳の整備
システム整備

H29年度 中の 完全
実施に 向け 、H28
でのシステム整備と
運用テスト、仮試算
の実施

評価 Ａ

45

健全な財政運営
（新地方公会計の整

備）

資産の把握を全国統一的なもの（固定資産台帳）と
し、より正確な財務書類の作成を行う。他団体との
比較検証を行う。事業別、施設別等のより細かな単
位で分析を行う。
※平成26年度より実施

市有財産の効率的管
理

計画

【財政課】

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

Ａ

運用効果額
　18,448,723円

固定資産台帳の整備
を待って公会計シス
テムの検討を実施す
る等、導入に向けス
ケジュールを策定す
ることができた。

固定資産台帳の整備
は終了、公会計シス
テムでは国の標準シ
ステムの公表を受
け、仕訳の方法の決
定や各ベンダーと協
議後、システム導入
経費を予算化
財務システムとのす
り合わせ検討

Ａ Ａ

公会計システムを導
入、H29作成のた
めの「開始貸借対照
表(期首)」を作成

実施

調査・検討･方針決定 実施
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・新規起業１社
・工場増設１社
資産の取得、雇用の
増大により税収増に
つながった。

・新規誘致１社
資産の取得、雇用の
増大により税収増に
つながった。

工場増設（1社）
本社機能がある東京
や大阪への企業訪問
を行った結果、市内
に工場があるＢＸケ
ンセイ第３工場建設
に至り、企業立地促
進補助金を支出し
た。

新規誘致（１社）
本社機能がある東京
や大阪への企業訪問
を行い、雇用の維
持・拡大を図った。
また、27社の市内
事業所を訪問し、情
報収集に努めた。誘
致の取り組みの結
果、LFS株式会社の
立地に至り、企業立
地促進補助金を支出
した。

【商工観光課】

市HP「企業誘致サ
イト」の拡充等積極
的な企業誘致活動を
行う。また、市内企
業への積極的な訪問
を行い、情報の収集
等に努める。
目標 年に１社誘致
（増設含む）
 
 

市HP「企業誘致サ
イト」の拡充等積極
的な企業誘致活動を
行う。また、市内企
業への積極的な訪問
を行い、情報の収集
等に努める。
目標 年に１社誘致
（増設含む）
 
 

市HP「企業誘致サ
イト」の拡充等積極
的な企業誘致活動を
行う。また、市内企
業への積極的な訪問
を行い、情報の収集
等に努める。
目標 年に１社誘致
（増設含む）
 
 

市HP「企業誘致サ
イト」の拡充等積極
的な企業誘致活動を
行う。また、市内企
業への積極的な訪問
を行い、情報の収集
等に努める。
目標 年に１社誘致
（増設含む）
 
 

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ47

企業誘致の推進
不安定な経済情勢の中、企業は賃金の安い海外へ向
いている。このような状況で企業誘致も容易ではな
いが、県等と連携を取りながら誘致活動を進め、市
有財産（工場適地）の効率的かつ積極的な運用を図
り、自主財源の確保に努める。

市有財産の効率的管
理

自主財源の確保

計画

進捗
状況

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施
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（３）定住促進の強化

①　定住促進プランの推進

年３回の見直しによ
り、掲載事業の追加
等を行い、プランの
充実を図った。

年２回の見直しによ
り、掲載事業の追加
等を行い、プランの
充実を図った。
県の補助金を活用
し、県外からの移住
者に対する定住促進
補助金を上乗せし
た。
・空き家改修費等補
助利用者：３件
・定住促進補助金利
用者：７３件

月２回の空き家バン
ク登録物件の掲載追
加等を行い、充実を
図った。
空き家バンク紹介の
パンフレットの配布
や市報掲載による広
報活動を実施。
空き家バンク物件登
録者に対して特産品
の贈呈を行い、物件
登録数の拡充を図っ
た。
・空き家バンク登録
数：４４件（年度末
時点）
・空き家改修費等補
助利用者：１６件
・定住促進補助金利
用者：８３件

【政策推進課】

「杵築～人生まるご
と応援プラン」の実
施と見直し

「杵築～人生まるご
と応援プラン」の実
施と見直し。
中でも、空き家バン
ク制度や定住補助の
拡充を行う。

「杵築～人生まるご
と応援プラン」の実
施と見直し。
中でも、空き家バン
ク制度や定住補助の
拡充を行う。

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

48

定住促進プランの推
進

予想されている急速な人口の減少に備え、平成24年
度に策定した「杵築～人生まるごと応援プラン」を
もとに定住促進策を実行し、市税等の長期的な安定
収入の向上を図る。

自主財源の確保

市民サービスの向上

計画

「杵築～人生まるご
と応援プラン」の実
施と見直し

進捗
状況

年2回の見直しによ
り、掲載事業の追加
等を行い、プランの
充実を図った。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

　「住む」「働く」「暮らす」の環境整備を行い、魅力あるまちづくりを進め、定住促進を推進します。

実施
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（４）受益者負担の適正化

①　使用料等の見直し

平成27年度の新制
度移行に伴う適正な
保育料の決定

子ども子育て支援新
制度移行に伴い、子
ども子育て支援会議
にて保育料（利用者
負担額）の見直しを
実施し条例化を行っ
た。国基準徴収額よ
り、市独自軽減額を
おおむね７０％前後
と設定している。

設定した保育料算定
を継続実施した。国
基準徴収額より、市
独自軽減額を約７
２．２％で実施し
た。

【子ども・子育て支援課】

審議会（外部）を設
置し、新制度移行に
伴う適正な保育料の
決定と今後の方針に
ついて決定する。

子ども子育て支援新
制度移行に伴い、子
ども子育て支援会議
にて保育料（利用者
負担額）の見直しを
実施し条例化。

平成27年度に設置
した保育料の額を、
当分の間適用する。

評価 Ｃ Ａ Ａ Ａ50

保育料の見直し

国の保育所徴収基準額（国基準）は、所得に応じた
保育料を設定するため、8つの階層区分が設けられて
おり、経済状況なども加味されている。これは、全
ての市町村が保育料を設定する際の基準である。
杵築市では現行10階層に区分されており、国の保育
料基準額表の動向や経済の状況等を踏まえて、10階
層から8階層への変更を含め、公平な割合で保育料の
見直しを行う必要があるが、保育料の値上げとなる
ような見直しは現状を考えると難しいと考えられ、
適切な時期に適切な保育料への改定を実施する。

受益者負担の適正化

計画

他団体の状況などを
調査検討し、適正な
保育料を検討する。

進捗
状況

経済の停滞状況の
中、保育料値上げの
見直しは現状を考え
ると難しい。適切な
時期に適切な保育料
への改定を実施す
る。

進捗
状況

消費増税に伴う使用
料の見直しを実施。
受益者負担の適正化
に努めた。

改定後の使用料で運
用。受益者負担の適
正化に努めた。

前回見直し後の使用
料で運営
次期見直しに向け、
施設管理経費を把握

消費税率の改正が
H31.10月に延期に
なったことから、使
用料の改定も延期す
ることとした。

【財政課】

適正な使用料につい
て検討し、見直しを
行う

適正な事業執行 適正な事業執行 施設ごとの管理経費
を把握するなど、適
正な使用料について
検討し、現行で無料
の施設や使用料の額
の見直しを行う

評価 Ａ Ａ Ａ C

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

49

使用料の見直し
公の施設の使用料・利用料について、適正な受益者
負担が得られるよう、適正な使用料等の見直しを行
い、利用者間の公平性の確保と受益者負担の適正化
を図る。

受益者負担の適正化

計画

　公平性、平等性の観点から、サービスの質・量とそれに見合うトータルコスト等を考慮して、適正な受益者負担となるよう見直しを行います。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

実施

検討･方針決定 検討･方針決定

調査・検討･方針決定

実施
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（５）外郭団体等の運営

①　外郭団体の見直し

進捗
状況

・土地開発公社解散
に向け、公社所有地
を市が買取。
・杵築市総合振興セ
ンターが一般財団法
人となった。
・大田畜産公社は
10月社員総会の議
決により解散。
・㈱山香ドリームは
解散。施設は市へ無
償譲渡した。

・土地開発公社所有
地を市が買取後、平
成27年3月30日を
もって解散した。
・総合振興センター
は収益増となった。
・大田畜産公社は平
成27年3月27日を
もって清算結了し
た。
・地域活性化セン
ターは経営健全性の
確保がされた。

・総合振興センター
はふるさと便事業や
委託販売の産業館事
業、ふるさと納税に
よる返礼品発送にお
ける売上実績を増や
した。
・地域活性化セン
ターは当期一般正味
財産は減額したもの
の経営の健全性は確
保された。

・総合振興センター
は売上は減少した
が、産業館及び事業
者の収益増につな
がった。
・地域活性化セン
ターは、四半期ごと
に職員会議を開催
し、問題点・進捗状
況を役員会に報告し
た。
　29年度からの給
与改定を実施予定。
　現金取扱リスク回
避のため、連番方式
領収書を作成した。

【商工観光課】
【農林課】

経営評価による経営
点検の実施
㈳杵築市大田畜産公
社：11月に解散
㈱山香ドリーム：解
散

経営評価による経営
点検の実施
杵 築 市 土 地 開 発 公
社：解散予定

経営評価による経営
点検の実施

経営評価による経営
点検の実施

評価 Ａ Ａ Ａ Ａ

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

51

外郭団体の見直し 団体の役割や機能等、包括的にあり方を見直すとと
もに、経営主体である各団体が自ら積極的に改善・
改革を行い、効率的な経営体制を確立できるよう外
郭団体の見直しを進める。また、経営評価により経
営点検を実施し、健全経営に取り組む。
一般財団法人杵築市総合振興センター、公益社団法
人杵築市地域活性化センター

経営健全性の確保

計画

外郭団体は指定管理者制度の本格導入による民間との競争、公益法人制度改革、財政健全化法など、大きな環境の変化に直面しており、より自主性・自立
性の高い健全な経営が求められます。

このため、団体の経営状況や事業の公共性を点検し、その目的や役割を踏まえ団体のあり方を見直すとともに、経営評価を活用し、自主的な経営改善を促
します。また、市の財政的関与や人的関与を見直しながら組織の活性化を推進します。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

実施
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②　その他団体等の自立的な運営

進捗
状況

広告宣伝やイベント
などを市と連携を
図ったが、役割分担
等で一部確立してい
ない。方針を決定
し、協議していく。

広告についての窓口
及び県内外への広告
宣伝を協会に一本化
したことで、効率よ
く情報発信ができ
た。一方イベントな
ども連携したが、役
割分担等一部確立し
ていない。

新聞・雑誌等を活用
した広告宣伝や各種
イベント等を協会と
連携して実施した。
観光入込客数…
1,005,393人
観光消費額…
1,448,408,190円

SNSや雑誌等を活用
した広告宣伝や各種
イベント等を境界と
連携して実施した。
観光入込客数
　 969,228人
観光消費額
1,445,761,268円

【商工観光課】

方針に沿った取り組
みを実施する。

効率的な広告宣伝を
行い、観光客の増加
及 び 消 費 拡 大 に 向
け、観光協会と連携
し実施する。

効率的な広告宣伝を
行い、観光客の増加
及 び 消 費 拡 大 に 向
け、観光協会と連携
し実施する。

評価 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ

任意団体の事務局業
務の調査を実施し、
市の関与性を確認し
た。
市が事務局を担う必
要性が低いものは、
団体等で事務局業務
が行えるよう指導
し、移行している。
前回Ｈ２４調査から
７事業の事務局を団
体に移管した。

隔年実施につき、今
年度は実施していな
い。

任意団体の事務局業
務については、
H28年度末で71団
体あり、見直しが必
要な団体が27団体
ある。
そのうち、市が関与
する必要性が低い団
体は4団体で、残り
の団体は自治協の推
進などで市の関与が
軽減されると考えら
れ、自立を促す取組
みが必要となる。

【政策推進課】

53
観光協会との連携

杵築市観光協会の独立により、観光振興を推進する
ための各種事業の企画、立案、運営が積極的かつ効
果的に行える体制が整った。今後は観光客のニーズ
に柔軟かつ迅速に対応できるよう観光協会との連携
強化に努める。

観光客の増加

自主財源の確保

計画

観光客の増と消費拡
大に向けた、市と観
光協会の連携につい
て調査・検討し、方
針決定をする。

任意団体の事務局業
務の調査結果をもと
に、事務局業務の在
り方と今後の取り扱
いについて、方針決
定をする。

方針に沿った取り扱
いを実施する。

方針に沿った取り扱
いを実施する。

評価 Ｂ Ａ Ｃ Ｃ

52

各種団体事務の
見直し

各種団体等の事務局や事務の一部を行政が担ってい
るものについて、団体の目的と公益性、行政との役
割分担を明確にし、自主・自立した団体運営を促進
するとともに、市の支援・関与を見直し、公平性を
確保する。

団体の自立した
運営事務の軽減

計画

任意団体の事務局業
務の調査結果をもと
に、事務局業務の在
り方と今後の取り扱
いについて、方針決
定をする。

進捗
状況

隔年実施につき、実
施なし。次年度実施
予定。

No.
取 組 項 目

内　　　容 目標・効果
年度別計画

【所管(主管)課】 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実施

実施

検討･方針決定

調査･検討･方針決定
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